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データベース構築促進および技術開発に関する報告書

ビジ ネ ス雑 誌 記 事 デー タベ ー ス の

同構 築 とその利用に関する調査研究

平 成6年3月

財団法人 データベース振興センター

委 託 先 経 済 文 献 研 究 会



この事業は、競輪の補助金を受けて実施 したものです。
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データベースは、わが国の情報化の進展上、重要な役割を果たす ものと期待されている。

今後、データベースの普及により、わが国において健全な高度情報化社会の形成が期待さ

れる。さらに海外に対 して提供可能なデータベースの整備は、国際的な情報化への貢献お

よび自由な情報流通の確保の観点からも必要である。 しか しなが ら、現在わが国で流通 し

ているデータベースの中でわが国独自のものは1/3に す ぎないのが現状であ り、わが国

データベースサービスひいてはバランスある情報産業の健全な発展を図るためには、わが

国独 自のデータベースの構築およびデータベース関連技術の研究開発を強力に促進 し、デ

ータベースの拡充を図る必要がある。

このような要請に応えるため、(財)デ ータベース振興セ ンターで は日本自転車振興会

か ら機械工業振興資金の交付を受けて、データベースの構築および技術開発について民間

企業、団体等に対 して委託事業を実施 している。委託事業の内容は、社会的、経済的、国

際的に重要で、また地域および産業の発展の促進に寄与すると考えられているデータベー

スの構築とデータベース作成の効率化、流通の促進、利用の円滑化 ・容易化などに関係 し

たソフトウェア技術 ・ハー ドウェア技術である。

本事業の推進に当って、当財団に学識経験者の方々で構成されるデータベース構築 ・技

術開発促進委員会(委 員長 山梨学院大学教授 蓼沼良一氏)を 設置している。

この 「ビジネス雑誌記事データベースの共同構築とその利用に関する調査研究」は平成

5年 度のデータベースの構築促進および技術開発促進事業として、当財団が経済文献研究

会に対して委託実施した課題の一つである。この成果が、データベースに興味をお持ちの

方々や諸分野の皆様方のお役に立てば幸いである。

なお、平成5年 度データベースの構築促進および技術開発促進事業で実施した課題は次

表のとおりである。

平成6年3月

財団法人 データベース振興センター



平成5年度 データベース構築・技術開発促進委託課題一覧
,

分 野 課 題 名 委 託 先

1CD-ROMに よるテ レビ視聴率データベースの構築 ㈱ ビデ オ ・リサ ーチ

2輸 入畜肉貨物の規格 ・重量等の検証用データベースの構築 五十嵐冷蔵㈱

3知 的資源型データベースの調査研究 ㈱ ジ ャパ ン コ ミュニ ケ ー シ ョ ンズ

イ ンス テ ィテ ユー ト

社 会 4ビ ジネ ス雑誌記事デー タベ ースの共同構築 とその利用に 経済文献研究会

1
ー
`

1

関する調査研究

5新 しい電子情報サービスに関する調査研究 ㈱日本経済新聞社/㈱ 日経データ社

1 6研 修用教材データベースのプロ トタイプ作成 (財)大 阪科学技術セ ンター

7マ イクロマシン技術情報デー タベースの構築調査 (財)マ イ ク ロマ シ ンセ ンター

8異 分野研究のための知的オ リエ ンテーション ・デ一夕ベー ㈱けいはんな

スシステムの構築

9関 西広域データベースセ ンター設立のための調査研究 関西 データベース協議会

中小企業振興 10地 域活性化のたあの産 ・学交流支援データベースのプロ ト 東 北 イ ンテ リ ジ ェ ン ト ・コ ス モ ス

地域活性化 タイプ作成 学術機構

11中 小企業技術情報データベースの構築 ㈱ オ ー ネ ッ ト

ユ2地 域情報 を対象にした分散協調型データベースシステムの

開発

㈱ エマーズ

13電 子デバイス情報の海外提供サー ビスに関する調査 電子デバイス情報サー ビス㈱

U英 日キーワー ド変換機能を もっデータベース検索 システム カテナ㈱

海 外 の開発

15CD-ROMに よる5カ 国対訳特許用語辞典及 び関連諸制 丸善㈱

度一覧の構築

1
16人 体形状画像データ合成のための技術開発 (社)人 間生活工学研究セ ンター

170CRを 利用 したキーワー ド自動抽出に関する調査研究 ㈱ エ レク トロニ ック ・ライ ブラ リー

ユ8既 存画像データのフォーマ ッ ト変換 システムのプロ トタイ ㈱ ジー ・ザ ーチ

プ作成

技 術
19安 全研究における多重 シソーラス ・システム構築のたあの

基本安全用語データベースの開発

㈱紀伊國屋書店

20デ ータベース検索サポー トシステムのプロ トタイプ作成 セントラル開発㈱情報図書館

RUKIT

21グ ループワーク支援 のたあの分散型 トランザクション管理 ㈱新世代 システムセンター

ー

一

一

方式の調査研究



は じあに

1.本 調 査 研 究 の 目的

経 済文 献 研 究会 で は会員15機 関の 共 同事 業 と して 、 ビ ジネ ス分野 の雑誌 を

対象 として記事データベース(JOINT)を 作 成 して い る。 現状 で は、各 機

関か ら編集 セ ンターヘデ一夕を提出 し、そ こでの前処理、パ ンチ入力 を経てデ

ー タベ ースと して利 用可能 にな っている。 しか しなが ら、デー タ作成か ら利用

までに約2か 月 を要 して い る。JOINTデ ー タベ ース に収録 して い るデ ー タ

は、 ビジネス情報が 中心であ り、可能 な限 り早 く利用で きることが望 ましい。

経済文献研究会で はこの タイムラ グを短縮すべ く努力を重ねてい るが、共同

事業 と しての性格か ら、現状の方法では困難が多い。 そこで、解決策 として会

員機関間に電子的なネ ッ トワー クを形成 し、パ ソコン等で作成 したデータをネ

ッ トワー クを通 じて登録する方法お よび、登録後即座にデー タベース化 し、検

索を可能にす る方法についての調査研究を行 った。

2.本 調査研究の実施内容
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ビジネス雑誌記事データベースの特性 と構築上の問題点

ビジネス雑誌記事 データベースと してのJOINTデ ー タベ ー スにつ い て

デ ー タベ ー スを共 同構築す るための調査研究

データベースを統合化す るための調査研究

構築 されたデータベースを共同利用す るための調査研究

JOINTデ ー タベ ー スの将 来 の展 開

3.実 施体制等

経済文献研究会内に調査研究を実施するための組織 として・調査研究委員会

を設置 し、随時、外部専門家の意見を聴取 しつつ、調査研究をすすあた。

委員等は次の通 り(敬 称略 ・順不同、役職は委員就任時)。



委員長 山 田 奨 魔野村総合研究所情報リソース部情報管理課長

委員 石 坂 正 男

委員 井 上 信

委員 勝 村

委員 田 辺

委員 戸 田

寿 子

則 明

光 昭

離 日通総合研究所季刊輸送展望編集長

鹿野村総合研究所情報リ戸ス部

東京情報管理課課長代理

鍛 日本エネルギー経済研究所総合研究部資料室長

全国銀行協会連合会調査部次長

姫路掲協大学一般教育部教授

事務局 関 野 陽 一 獣経済団体連合会図書館部調査役

事務局 久 野 明 人 繋経済団体連合会図書館部部員

4.実 施 経 過

平 成5年7月15日

7月29日

9月2日

委託契約を締結

第1回 調査研究委員会開催

第2回 調査研究委員会開催

中央大学経済研究所の荒木副課長を招き、 「経済学文献

季報」のデータ構築体制等につき説明聴取

(9月7日 ～末 日 経済文献研究会参加各機関の電子化の現状に関するア ンケ

ー トを実施、全機関か ら回収)

10月7日

11月4日

12月9日

第3回 調査研究委員会開催

第4回 調査研究委員会開催

日本経済新聞社データバンク局記事情報部の松尾次長を

招き、 「日経データベースの将来展開」につき説明聴取

第5回 調査研究委員会開催

口外アソシエーツの石井取締役社長室長兼文献情報部長

(当時)を 招き、 「日外アソシエーツのデータベース事

業の将来展開」につき説明聴取



平成6年1月13日 第6回 調査研究委員会開催

国立国会図書館逐次刊行物部の久保田索引課長を招 き、

「国立国会図書館における雑誌記事索引作成の現状 と今

後の課題」につき説明聴取

(1月 下旬～2月 上旬rJOINT」 「雑誌記事索引」 「経済学文献季報」

採録誌の重複度調査作業を実施)

2月25日 データベース振興セ ンターに原稿提出

3月31日 報告書完成

5.今 後 予想 され る効 果

本調 査結 果が 実 現 されれば、経済文献研究会で作成す るJOINTデ ー タ

ベ ースが よ り迅 速 に作 成 、 利 用することが可能になるであろう。

本調査研究か ら得 られた成果を もとに、経済文献研究会では、共 同事業に

よりデー タベースを構築す るための ソフ トウ ェアの開発を今後検討 したい。

この ような ソフ トウ ェア開発が実現 されれば、他の分野で同様 のデー タベ

ースを構築す る場合 のモデル とな ろう。

以 上
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1.ビ ジ ネ ス 雑 誌 記 事 デv-・ タ ベ ー ス の 特 性

1.1ビ ジ ネ ス 情 報 の 特 性

1.1.1ビ ジ ネ ス 情 報 と は

ビジ ネ ス 情 報 と は 、 ビ ジ ネ ス活 動 の た め に 必 要 と さ れ る情 報 の こ と で あ る。 具

体 的 に は 、 企 業 ・団 体 等 の 組 織 体 の 活 動 に必 要 な 各 種 の 情 報 の こ とで 、 経 営 ・管

理 ・事 務(作 業)の ど の レ ベ ル に お い て も要 求 さ れ る も の で あ る。 こ の よ う に 組

織 体 の 意 思 決 定 に お い て 要 求 さ れ 、 利 用 さ れ る 情 報 は す べ て ビ ジ ネ ス 情 報 で あ る。

ビ ジ ネ ス 情 報 は 、 内 部 情 報 ・外 部 情 報 とい う区 分 が で き る。 あ る い は 定 量 的 情

報 ・定 性 的 情 報 と い う 区 分 も で き る。 内 部 作 成 情 報 ・外 部 作 成 情 報 、 あ る い は 非

公 開情 報 ・公 開 情 報 な ど の 区 分 も あ る。(rビ ジ ネ ス 資 料 概 説 』p.11-15)

日 本 に お け る ビ ジ ネ ス情 報 活 動 研 究 の 歴 史 は 、 専 門 図 書 館 協 議 会 関 東 地 区 協 議

会 の 「ビ ジ ネ ス ・ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン 研 究 集 会 」 に 始 ま る と い え る で あ ろ う。

そ の 歴 史 的 な 流 れ を 踏 ま え て 考 え る と、 こ の 研 究 集 会 で は 、 第5回 か ら第20回 ま で

の 研 究 集 会 で 「ビ ジ ネ ス ・ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン 」 と い う 名 称 を 使 って い る が 、

そ の 由 来 の 説 明 に よ れ ば 、 経 済 分 科 会 と科 学 技 術 分 科 会 が 合 流 して 、 こ の 名 称 に

な っ た と の こ とで あ る 。 こ う して み る と、 ビ ジ ネ ス 情 報 に は 、 経 済 ・経 営 ・管 理

・技 術 な ど、 あ らゆ る 分 野 が 含 ま れ て い る と い う こ と が は っ き りす る。(『 専 門

図 書 館 』No.41(1969)特 集 号,p.1-16)

1.1.2情 報 源 と して の ビ ジ ネ ス資 料

ビ ジ ネ ス 情 報 の 多 く は資 料 で あ り、 そ の う ち の 大 き な 部 分 を 雑 誌 が 占 め る こ と

を 考 慮 す る と 、 経 済 文 献 研 究 会 が 作 成 して い る 「ビ ジ ネ ス雑 誌 記 事 デ ー タ ベ ー ス

JOIN↑ 」(以 下 、rJOINTデ ー タ ベ ー ス 」 と 略 称)の 重 要 性 が 浮 か び 上 が る の で あ

る 。 河 島 正 光 著rビ ジ ネ ス資 料 概 説 』 で は、 表1-1に 示 し た よ う に ビ ジ ネ ス資

料 を 区 分 して お り、 「非 記 録 型 の 情 報 源 、 人 的 ・物 的 情 報 源 、 コ ン ピ ュ ー タ ・シ

ス テ ム 化 さ れ た 情 報 源 な どの す べ て が ビ ジ ネ ス資 料 の 範 囲 に 含 め られ る 。 」(p.
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10)と し て 、 か な り広 くビ ジ ネ ス 資 料 の 範 囲 を 考 え て い る。

こ の 表1-1に 含 ま れ る す べ て が ビ ジ ネ ス情 報 とな り う る も の で あ り、 本 調 査

で 対 象 と し て い る ビ ジ ネ ス 雑 誌 の 範 囲 は 、 この 表 のCの 一 部(広 報 ・宣 伝 誌 な ど)

と、Dの 一 部(新 聞 ・雑 誌 な ど)で あ る。 ビジ ネ ス雑 誌 が 公 開 情 報(資 料)の う

ち の か な り大 き な 部 分 を 占 め て い る こ と が わ か る。

表1-1ビ ジ ネス情 報(ビ ジ ネス資料)の 種別 の考 え方

区分 非 公 開 公 開

内部 A C

内部報告、決定 ・指令、発注の資料 手 続 、説明 、働 きか けの 資料

(業 務報告 、規則 、事業計画 、見積書) (登 記 、特許 、カ タログ 、展示 、事 業報告

広報誌、広告)

外部 B D

独自に作成させた資料 公刊された資料

(信用調査報告 、舗 委員会資料)1(新 聞、雑誌、放送、書籍 、

1議 会 ◆官庁酬)

出所rビ ジ ネ ス資料 概 説 』(p.12)。 な お、 この表は原資料 を多少 加工 して あ る 。

1.1.3情 報 流 通 の ポ イ ン ト

学術情報 においては、 内容の正確 さと確実 さが求め られ るために、速報性があ

まり期待で きな い。 したがって、速報性 という点では、学術雑誌に情報流通の速

報機能を求 めることは少ない。そのかわ りに、個人的な情報交換(私 信 や私 的 な

資 料配 布)に よって最 新 学術 情 報 の 流通 が行われているが、 これで十分 というわ

けではな い。

ビジネス情報の流通においても、私的な情報流通はかな り頻繁に行われてい る

が、公刊物 であ るビジネス雑誌にも速報性は求め られてお り、速報性 という点で

は、学術雑誌 とビジネス雑誌 は大 きな違いが存在する。

ビジ ネス情報のポ イン トは、神尾達夫氏が 「企業内新聞」発行のア イデア

(r情 報 管 理 』Vo1.34,No.5,P.397)の な かで次 の三点 をあ げて い るが、 これが

一番分か りやすいであ ろう。速報性の大切 さがよ くわか るまとめ方である。

(1)タ イ ミング を失 わな い こ と。 まず 第一報が大切。
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(2)む だ を 恐 れ ず に 流 す 。 情 報 を 出 す こ と が 大 切 。

(3)要 点 を 簡 潔 に 表 現 す る 。 ま ず 、 簡 潔 な 情 報 、 次 に詳 報 。

1.1.4情 報 発 信 の 重 要 性

ビ ジ ネ ス情 報 は 発 信 しな け れ ば 、 よ い 情 報 を受 け取 る こ と が 難 し い。 そ の 意 味

で は 「J⑪lNTデ ー タベ ー ス 」 は 、 情 報 の 利 用 者 の 窓 口 で あ り、 み ず か ら も 利 用 者 の

一 員 で あ る専 門 情 報 機 関(専 門 資 料 室 、 専 門 図 書 館)が 発 信 す る情 報 で あ る と い

う位 置 づ け が 大 切 で あ る。 利 用 者 へ の 情 報 発 信 と い う機 能 は 、 絶 え ず 通 常 の 業 務

に お い て 行 わ れ て い る が 、 「JOINTデ ー タベ ー ス 」 の 制 作 者 と い う立 場 は 、 情 報 を

作 っ て 広 く提 供 す る と い う情 報 専 門 業 者 に 近 い も の で あ り、 一 般 的 な 情 報 発 信 を

行 う マ ス コ ミ に も 類 似 して い る と 考 え られ る。 上 述 の 「企 業 内 新 聞 」 の 考 え 方 は 、

そ の 意 味 で は 大 変 重 要 で あ ろ う。

伝 統 的 な 考 え 方 か ら す れ ば 、 図 書 館 が 情 報 を制 作 し て 、 こ れ を 提 供 す る こ と は 、

図 書 館 の 仕 事 の 範 囲 か ら外 れ る こ と で あ ろ う。 し か し、 現 在 の 情 報 関 係 業 者 は つ

ぎ つ ぎ と 図 書 館 の 領 域 に 入 り込 ん で い る。 い ず れ は 図 書 館 が 不 要 に な る で あ ろ う

と い う 考 え 方 は 、 こ の よ うな 現 状 を 端 的 に表 現 した も の で あ る 。 そ こ で 、 図 書 館

(専 門 情 報 機 関)も 情 報 制 作 と い う武 器 を持 っ て 情 報 業 界 へ 参 入 す る 必 要 が あ る。

「JOINTデ ー タベ ー ス 」 は そ の 先 兵 と して 考 え る こ とが で き る。 こ のrJOINTデ

ー タベ ー ス 」 の 実 績 を 参 考 に して 、 学 術 情 報 セ ン ター が 、 大 学 図 書 館 を 対 象 に 大

学 紀 要 ・研 究 報 告 の 記 事 索 引 デ ー タベ ー ス を 作 成 す る プ ロ ジ ェ ク トを 本 格 的 に 発

足 さ せ た 。 これ は新 し い 相 互 協 力 事 業 で あ り、 「学 術 雑 誌 目次 速 報 デ ー タ ベ ー ス

(仮 称)」 と呼 ば れ 、 平 成5年 度 は シ ス テ ム 開 発 、 テ ス ト入 力 が 行 わ れ 、 平 成6年

度(1994年 度)か ら各 大 学 に実 施 依 頼 を して 、 申 し出 の あ っ た 機 関 ご と に 説 明 、

デ ー タ 入 力 を 始 め る予 定 と の こ とで あ る(「 学 術 雑 誌 目次 速 報 デ ー タ ベ ー ス(仮

称)」 の 進 捗 状 況.学 術 情 報 セ ン ター ニ ュー ス.No.26,p.11-12(1993.12))。 経

済 文 献 研 究 会 のrJOINTデ ー タベ ー ス 」 は これ らの 事 業 の パ イ ロ ッ ト ・モ デ ル で あ

る と い う位 置 づ け も 可 能 で あ ろ う 。
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1.1.5ビ ジ ネ ス 情 報 源 の 形 態 と問 題 点

ビジネス情報の資源 と して、様 々な形態の情報源が数多 く存在 している。資料

を中心と した全体像 は、前掲の表1-1の とお りで ある。 しか し、資 料 の形態 と

いう面か らみ ると、紙 に書かれた資料や印刷物 に限定できる時代ではな くな った。

そ こには、種 々雑多な形態があ り、究極の形態 として、 目に見えない形態 という

ものが存在す るようになって きた。そ して、 目に見 えないために、 あるいは内容

の変更が容易なために起 こるさ まざまな問題 も発生 している。

印刷され た雑誌であれば、その内容を改訂す ることは簡単 にはできないが、電

子化され た雑誌 は簡単 に改訂す ることが可能であ る。電子化図書 も毎 日新版が発

行 され るという時代が くるかも しれない。形態に関す る研究 は今 回は対象と して

いないが、今後の検討課題 と して残 しておきたい。

1.2ビ ジ ネ ス 雑 誌 記 事 デ ー・一夕ベ ー ス化 の 問 題 点

1.2.1ビ ジ ネ ス 雑 誌 と は

ビ ジ ネ ス雑 誌 の 定 義 は適 当 な も の は 見 当 た らな い が 、 そ の 回 答 の 一 つ が 「JOIN

T採 録 誌 」 で あ る 。 そ の よ う な 視 点 で 、 採 録 誌 を見 渡 して み た い 。 本 報 告 書 の 巻 末

資 料 に 「JOINT採 録 誌 」 と 「雑 誌 記 事 索 引 」(国 立 国 会 図 書 館 編)な らび に 「経 済

学 文 献 季 報(経 済 資 料 協 議 会 編)」 と の 重 複 調 査 結 果 を 載 せ て あ る が 、 こ の 調 査

で 重 複 し て い な い も の を 、 学 術 雑 誌 寄 りで は な い 、 純 粋 の ビ ジ ネ ス 雑 誌 と考 え る

こ と が で き よ う。(「1.3.2JOINTフ ァ イ ル の 特 徴 」 参 照)

ビジ ネ ス雑 誌 の 全 体 を 広 く と らえ る た め の 一 つ の 方 法 と し て 、 い くつ か の 区 分

を 表1-2に 紹 介 して お き た い 。 区 分 の 方 法 は 『学 術 雑 誌:そ の 管 理 と 利 用 』

(日 本 図 書 館 協 会 編 刊,1976,p.41-132.)に よ る 。
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表1-2ビ ジネス雑誌の区分方法 と種別

〈発行機関別区分〉 〈編集方法による区分〉 〈内容 に よる区分 〉

学協会雑誌 解説雑誌 総 合 ・一 般 ・情 報

研究 ・調査機関雑誌 企業体誌 教育文化

大学発行雑誌 業界誌 政治 ・経済 ・社 会

企業体発行雑誌 総合雑誌 ・評論誌 産業

出版社発行雑誌(商 業誌) 政党 ・思想団体誌 科学技術

官公庁雑誌 時事解説誌 保 健 ・衛 生 ・医学

(公報 ・公示資料) 実務雑誌 新 聞 ・通信

(統 計雑誌 ・資料)

(調 査報告)

(広報)

1.2.2ビ ジ ネ ス 雑 誌 記 事 の 特 徴

上記の調査 でも明 らかにされているように、学術雑誌 とは全 く違 う特徴がある。

速報性は重要 であるが、記事の寿命は短 い、記事内容 よ りは見出 しの方が重要な

こともあ るな どである。

さ らに加 えて、業界誌は速報性 はな くても、他で得 られない情報源 として不可

欠のものであ る点や、 ビジネス雑誌は学術雑誌とはアクセスの方法が異な る点、

あるいは、 ビジネス雑誌の記事量(記 事 件数)が 、経 済 ・産 業の趨 勢 を表現 して

い るとい う特性な どを、指摘する必要がある。

1.2.3対 象 分 野 と主 題 分 類 コ ー ドの 妥 当性

ビジ ネス情報の対象分野を明確にするためのツール、対象分野を検索す るため

のツ_ル と して何 が 適 当で あ るか。 あ るいは分類コー ド以外に使えるものがある

か どうかという点で ある。

JOINT分 類 コー ド表 は、 産業 分 類 をも とに した独 自分類で・ ビジネス情報の検索

に便利な ように工夫 されているが、産業分野別 に探す ことが多いので・特 に産業

分野の分 け方には独 自の配慮がなされている。例 えば・ 自動車産業 に関 しては製

造 と販売 を一つにまとめたのも独自の工夫である。主要産業は製版[体 化 の方 向
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で ま と ま り、 製 造 と販 売 を 一 つ の も の と して 考 え る こ と が あ た り ま え に な っ た こ

と を 反 映 し た も の で あ る。 この よ う な 分 類 は ビ ジ ネ ス の こ と を よ く知 っ た 専 門 家

で な け れ ば 出 来 な い も の で あ り、rJOINTデ ー タ ベ ー ス 」 の 大 き な 特 色 で あ る。

さ ら に 、JOINT分 類 コ ー ドで は 、 必 要 な 部 分(コ ー ド表 に 表 記 さ れ て い る も の に

限 定)に つ い て は 、 項 目 コ ー ドの 他 に 地 域 コ ー ドを 併 用 す る こ と が で き る。 ま た、

コ ー ドは 複 数 の コ ー ドを 組 み 合 わ せ て 使 う こ と も 可 能 で あ る 。 こ の コ ー ドの 最 初

の 目 的 は 冊 子 体 の 「月 刊JOINT」 の 記 事 配 列 の た め に 作 ら れ た も の で あ るが 、 効 果

的 な 検 索 を行 う た め に 、 キ ー ワ ー ドだ け で は う ま く探 せ な い 記 事 の 検 索 に 便 利 な

も の で も あ る 。 しか し、 コ ー ドの 改 訂 を 行 って い な い た め 、 一 部 現 状 と 合 わ な い

部 分 も存 在 す る。 改 訂 は 今 後 の 課 題 で あ る。

表1-3JOlNT分 類 コー ド表(大 分類)

コー ド 内容 コ ー ド 内容

① 項 目 コー ド(Jコ ー ド) ② 地域 コー ド(Aコ ー ド)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

経済

通貨 ・金融

財政

社会 ・法律 ・政治

労働

科学 ・技術
産業

個別産業

企業 ・経営

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

世界

日本

アジア ・オセアニア

中東

アフリカ

西欧

東欧

北米

中南米

両極地方

1.2.4速 報 性 と正 確 さ

速 く記 事 に ま とめ れ ば 間 違 い も 多 くな る と い うの が 、 一 般 的 な 傾 向 で あ ろ う。

「拙 速 」 と い わ れ る所 以 で あ る 。 速 報 と 正 確 と い う相 反 す る 内 容 を 持 っ て い な け

れ ば な らな い が 、 必 ず し も そ う は な っ て お らず 、 拙 速 記 事 も 存 在 す る と い う ビ ジ

ネ ス 雑 誌 の 記 事 をデ ー タベ ー ス 化 す る こ と は ・ 最 初 か ら 問 題 を 含 ん で い る と い う

こ と も で き る の で あ る。 し た が っ て 、 ビ ジ ネ ス 雑 誌 記 事 デ ー タベ ー ス の 利 用 に は 、
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学術雑誌記事 とは違 った、その内容を全面的に信頼 するとい うことの困難なこと

もあ りうるという認識 が必要 である。

1.2.5事 業 化 と共 同 作 業 の 可 能 性

コ マ ー シ ャル ベ ー ス で 商 用 の デ ー タ ベ ー ス を 作 成 す る こ と が 極 め て 困 難 だ っ た

時 に 、 こ の デ ー タベ ー ス 化 事 業 は 始 ま っ た。 そ こ で 、 会 員 機 関 に よ る共 同 作 業 の

形 態 を と る こ と に な っ た の で あ る。 こ の 試 み は 会 員 機 関 担 当 者 の 個 人 的 な 貢 献 も

あ っ て 、 今 日 ま で 継 続 し て き た の で あ るが 、 今 後 永 く こ の 方 式 を続 け ら れ る と い

う見 込 み 、 あ る い は そ の 可 能 性 は か な り少 な い と考 え られ る。 デ ー タベ ー ス 共 同

構 築 事 業 が 継 続 で き る か ど う か は 、rJOINTデ ー タ ベ ー ス 」 の 今 後 の 発 展 に 重 大 な

意 味 を持 つ で あ ろ う。 事 業 の 継 続 に プ ラ ス す る よ う な 方 策 を検 討 す る こ と も 大 切

で あ る。
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1.3JOINTデ ー タ ベ ー ス に つ い て(事 例 研 究)

1.3.1経 済 文 献 研 究 会 設 立 の 経 緯

経 済 文 献 研 究 会 は 、 経 済 、 産 業 、 経 営 、 労 働 の 諸 分 野 に お け る 文 献 情 報 に 関

す る 調 査 研 究 と 文 献 流 通 に 関 す る 相 互 協 力 を 促 進 す る こ と を 目 的 に 、1979

年2月 に 設 立 さ れ た 。 発 足 時 に は 、 発 起 人 で あ る 経 済 団 体 連 合 会 、 野 村 総 合 研

究 所 、 産 業 能 率 大 学(現 ・産 能 大 学)の3機 関 を 含 む 合 計11機 関 が 参 加 し た 。

そ の 後 、 延 べ8機 関 が 入 会 す る 一 方 、4機 関 が 退 会 し、 現 在(1994年2月)

は 、15機 関 が 参 加 す る 民 間 機 関 主 体 の ボ ラ ン タ リ ー な 研 究 グ ル ー プ を 形 成 し

て い る(表1-4参 照)。

表1-4経 済 文 献 研 究 会 の 維 持 会 員

参 加 機 関 入 会 年 月 発 足 現 存 備 考

ア ジ ア 経 済 研 究 所 1982.4 ○

経 済 団体 連 合 会 1979.2 ○ ○

産 能 大学 1979.2 ○ ○

全 国 銀行 協 会 連 合 会 1979.2 ○ ○

大 和 総研 1979.2 ○ ○

中小 企業 振 興 事 業 団 1979.2 ○ 84.3退 会

電 気 通信 政 策 総 合 研 究 所 1980.12 89.12退 会

電 力 中 央研 究 所 1979.2 ○ 81.6退 会

東 京 商 工会 議 所 1986.12 ○

日産 自動車 1979.2 ○ ○

日通 総 合研 究 所 1979.2 ○ ○

日 本 エ ネ ル ギ ー 経 済 研 究 所 1980.3 ○

日本 開 発銀 行 1979.2 ○ ○

日本 経 営者 団体 連 盟 1981.3 ○

日本 生 産性 本部 1989.10 ○

野村 総 合研 究所 1979.2 ○ ○

兵庫 県 立労 働経 済 研究 所 1979.2 ○ ○

法 政 大 学 産 業 情 報 セ ン タ ー 1987.7 ○

三 菱総 合 研 究所 1982.3 92.6退 会
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経済 文 献 研 究 会 設立 の背 景 に は、 これ に参 加 した専 門 機 関 を と り ま く情 勢 の

厳 しさが あ った。 すな わ ち、 石 油 危 機 を契機 とした企 業 経 営 環 境 の 変 化 に よ り、

個 々の機 関 で そ れ まで行 って きた書 誌 活 動 を継 続 す るこ とが 次 第 に困 難 に な り

つつ あ った。 一 方、 経 済 情報 に対 す る需 要 は か え って 高 ま りを見 せ、 情報 管 理

部 門 の担 当 者 の 負 担 が ます ま す過 重 にな って い った。 こ う した状 況 を打 開 す る

ため に、 各 機 関 の 特色 を生か して共 同 の 書誌 デ ー タベ ー ス を創 り上 げ、 併 せ て

文 献 流 通活 性化 を 図 る こ とが模 索 され たわ け で あ る。

経 済 文献 研究 会 は設 立 当初 か ら、 まず 雑誌 記 事索 引 を共 同 編 集 す るこ と に着

手 し、 設 立 後半 年 を経 て1979年8月 に月 刊 誌rJOINT』 を 創 刊 し た。

1.3.2JOINTフ ァ イ ル の 特 徴

(1)採 録 の 対 象 分 野

JOINTフ ァ イ ル の 採 録 対 象 誌 は 、 雑 誌 と シ ン ク タ ン ク 、 銀 行 等 の 調 査 月

報 類 を 主 と し て お り、 対 象 分 野 は 、 経 済 、 金 融 、 社 会 、 法 律 、 政 治 、 労 働 、 産

業 、 経 営 、 企 業 か ら 科 学 技 術 に 及 ぶ 。

ほ ぼ 同 じ 分 野 を 包 括 的 に 主 題 と し て 扱 っ て い る 既 存 の 索 引 誌 と し て は 、 国 立

国 会 図 書 館 編r雑 誌 記 事 索 引 一 人 文 ・社 会 観 』 、 経 済 資 料 協 議 会 編 『経 済 学 文

献 季 報 』 な ど が あ げ ら れ る 。 こ れ ら と 比 較 す る と 、JOINTフ ァ イ ル は 商 業

誌 と 定 期 刊 行 物 形 態 の 灰 色 文 献 を 大 幅 に 採 り 入 れ て い る と こ ろ に 特 徴 が あ る と

い え よ う。

表1-5は 、JOINTフ ァ イ ル 採 録 誌 か ら み た 、r雑 誌 記 事 索 引 』 とr経

済 学 文 献 季 報 』 と の 重 複 度 を チ ェ ッ ク し た も の で あ る。 こ れ に よ る と 、r雑 誌

記 事 索 引 一 人 文 ・社 会 編 』 な らび にr経 済 学 文 献 季 報Sと の 重 複 度 は い ず れ も

20%を 下 回 り、JOINTフ ァ イ ル の ユ ニ ー ク 性 が 浮 き 彫 り に さ れ て い る。

な お 、 経 済 文 献 研 究 会 はrJOINT』 を 創 刊 す る に 先 だ っ て ・ 国 立 国 会 図

書 館 な らび に 経 済 資 料 協 議 会 と 個 別 に 折 衝 、 懇 談 を 重 ね た 経 緯 が あ り・ こ の こ

と が 結 果 と し てJOINTフ ァ イ ル の 独 自 性 ・ 存 在 性 を 確 か な も の に す る の に

役 だ っ た 。
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表1-5JOINTフ ァ イ ル とr雑 誌 記 事 索 引 』 、

r経 済 学 文 献 季 報 』 と の 重 複 度

'重 複 誌 数i重 複 率

『雑誌 記 事 索 引 一人 文 ・社 会 編 』 と の重 複 誌 数

r雑 誌 記 事 索 引 一 科 学 技 術 編 』 と の 重複 誌 数

r経 済 学 文 献 季 報 』 と の 重 複 誌 数

93

14

89

18.9

2.8

18.1

(注)重 複 度 の チ ェ ッ ク に 用 い た 資 料 は 以 下 の 通 り。

『JOINT』(1994年1月 号)に 掲 載 さ れ た493誌 。

r雑 誌 記 事 索 引 一 人 文 ・社 会 編 』(第45巻 第2号,1992.ll)に 収 録 さ

れ た964誌 。

『雑 誌 記 事 索 引 一 科 学 技 術 編 』(第44巻 第2号,1993.11)に 収 録 さ れ

た924誌 。

『経 済 学 文 献 季 報 』(No146/147,1993.10)に 掲 載 さ れ た921誌 。

(2)デ 一 夕 ベ ー・・ス の 内 容

冊 子 体 発 行 の ベ ー ス と な るJOINTフ ァ イ ル は 、 典 型 的 な レ フ ァ レ ン ス ・

デ ー タ ベ ー ス の 形 態 を と っ て い る 。 す な わ ち 、 記 事 標 題 、 著 者 名 、 掲 載 詩 名 、

巻 号 、 ペ ー ジ と い っ た 書 誌 的 事 項 に 加 え 、 独 自 のrJOINT分 類 」 を ふ り、

日 経 シ ソ ー ラ ス に 基 づ く デ ィ ス ク リ プ タ を 付 与 し て い る。

「JOINT分 類 」 は 採 録 対 象 誌 の 特 性 を ふ ま え て 、 表1-6に 示 す 体 系 を

採 用 し て い る 。 こ の 表 を 見 る と 、 金 融 ・通 貨 、 個 別 産 業 、 企 業 動 向 ・経 営 動 向

な ど に 詳 細 な 分 類 コ ー ド を 付 与 し て い る こ と が 分 か る。

キ ー ワ ■・一合ド に 関 し て は 、JOINT独 自 の シ ソ ー ラ ス を 作 成 ・メ ン テ ナ ン ス

す る 方 法 と 既 製 の シ ソ ー ラ ス を 援 用 す る 方 法 の2案 の 比 較 検 討 を 行 っ た 結 果 、

日 経 シ ソ ー ラ ス を 採 用 す る と の 結 論 に 至 っ た 。
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表1-6JOINT分 類 表 の 体 系一
1金 融 ・通 貨

2財 政

3社 会 ・法 律 ・政 治

4労 働

5科 学 ・技 術

6産 業

7個 別 産 業

8企 業 動 向 ・経 営 動 向

104

19

52

41

14

39

186

72

(3)編 集 体 制

JOINTフ ァ イ ル の い ま 一 つ の 特 徴 は、 経 済 文 献 研 究 会 参 加 機 関 の 共 同 編

集 体 制 を 採 っ て い る 点 で あ る。 各 機 関 が そ の 特 徴 ・ ノ ウ ハ ウ を 活 か し て 採 録 雑

誌 を 分 担 し、 採 録 記 事 の 選 択 、 イ ン デ ク シ ン グ 作 業 を 行 っ て い る 。 各 機 関 で 作

成 し た 原 稿 は 、 月3回 に 分 け て 編 集 セ ン タ ー(口 外 ア ソ シ エ ー ツ 株 式 会 社)に

郵 送 さ れ 、 同 セ ン タ ー で デ ー タ ・ イ ン プ ッ トか ら 出 版 ま で の 一 連 の 処 理 作 業 を

行 っ て い る 。 共 同 編 集 体 制 を 効 率 的 に 維 持 運 営 し て い く た め に 、 各 種 の マ ニ ュ

ア ル 類 の 整 備 ・改 訂 に 力 を 入 れ て お り、 実 務 者 の た め の 研 修 会 も 定 期 的 に 開 催

し て い る。

(4)採 録 対 象 誌 数 の 推 移

創 刊 号 の 採 録 対 象 誌 は889誌 で あ っ た が 、 そ の 後 、 見 直 し を 行 っ た 結 果 、

現 在(1994年1月)は493誌 に ま で 減 少 し て い る(表1-7参 照)。

採 録 対 象 誌 が 減 少 し て き た 要 因 と し て は 、 代 替 可 能 な 商 用 オ ン ラ イ ン ・デ ー

タ ベ ー ス が 普 及 し だ し た の に 加 え 、 経 済 文 献 研 究 会 固 有 の 内 部 要 因 と し て 次 の

2つ が あ げ ら れ よ う。 第 一 に は 、 会 員 機 関 の 退 会 で 、 当 該 機 関 が 分 担 し て い た
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専 門 誌 を採 録 対 象 か ら除 外 せ ざ る を得 な い事 情 が 生 じた こと で あ る。 第 二 には、

イ ンデ クシ ング 作業 が 会 員 機 関 実 務 者 に か な りの 負 担 を しい て お り、JOIN

Tフ ァ イ ル 編 集 作 業 を 維 持 し て い くに は 対象 誌 を あ る程 度 取 捨 選 択 す る こ とが

不 可 避 にな って い るこ と で あ る。

表1-7『JOINT』 の 採 録 対 象 誌 数 の 推 移

年次 採録誌数

1979年l

ligSO年l

il981年l

llgS2年}

i1983年}

11984年

ll985年l

ll
l1986年l

i1987年l
l1988年i

li
i1989年1

　 ト

ll990年l
i1991年l

Iig92年l

l1993年l

i1994⇒

889

958

964

936

944

916

918

919

919

721

718

699

689

681

512

493

増 減

十69

1十6

ト28
1十8

}-28

P2
i十1

i・
1-198
　
i-3

1-19
1-10

-8

一169

1-19

1.3.3経 済 文 献 研 究 会 の 事 業 内 容

経済 文 献 研究 会 は、 主 力 事 業 で あ るJOINTフ ァ イ ル の 共 同 編 集 を 行 う一

方 、 こ れ との相 乗 効 果 を生 み 出 す こ とを狙 い に様 々な 活 動 を 展 開 して い る(表

1-8参 照)。

第 一 は、 各 種 の 調 査 研 究 の 実 施 で あ る。1983年 に は 社 団 法 人 日本 情 報 セ

ン タ ー 協 会(1984年 か ら は 社 団 法 人 情 報 サ ー ビ ス産 業 協 会)か ら 「経 営 情

報 デ ー タベ ー ス 化 の ため の 計 量 的 分析 に 関す る調 査 研 究 」 を受 託・1987年

ま で5ヶ 年 継 続 で 研 究 調 査 を 実 施 した 。
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第 二 に 、 研 究 会 、 セ ミ ナ ー の 開 催 が あ る。 会 員 機 関 実 務 者 の ス キ ル ア ッ プ 、

情 報 共 有 化 を 目 的 に 行 う の に 加 え て 、 経 済 文 献 研 究 会 の 活 動 をPRす る 意 味 を

も 含 め て 様 々 な 研 究 会 、 セ ミ ナ ー を 開 催 して い る 。

さ ら に 、 会 員 機 関 に お け る 文 献 の 相 互 貸 借 と い っ た 日 常 業 務 面 で の 協 力 活 動

が あ る。 こ の よ う な ネ ッ トワ ー キ ン グ は、 実 務 担 当 者 の レ フ ァ レ ン ス 能 力 、 モ

チ ベ ー シ ョ ン の 向 上 な ど に 大 き な プ ラ ス 要 因 と し て 働 い て お り、 ボ ラ ン テ ィ ア

的 な イ ン デ ク シ ン グ 作 業 を 継 続 す る 一 つ の 動 機 と も な っ て い る。

<参 考 文 献>

1)末 吉 哲 郎 、JOINTの 意 義:と く に 書 誌 索 引 の 民 主 化 に つ い て 、 書 誌 索

引 展 望 、pp1-13、1980年11月

2)経 済 文 献 研 究 会 、 経 済 文 献 研 究 会 とJOINT、pp7、1988年1月

3)井 上 洋 、 デ ー タ ベ ー スrJOINT』 の 構 築 と 利 用:計 量 書 誌 学 的 手 法 に

よ る 調 査 研 究 を 中 心 に 、 専 門 図 書 館 、pp1-7、1988-IV

4)井 上 洋 、 会 員 間 の 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 に 向 け て:経 済 文 献 研 究 会 の 活 動

と 『JOINT』 フ ァ イ ル 、 図 書 館 雑 誌 、pp33-35、1989年1

月
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表1-8経 済文献研究会の足どり

1978年7月

9-12月

1979年2月

3-6月

4-8月

7月

8月

1980年4月

6月

1981年1月

5月

11月

1982年5月

7月

1983年3月

4月

7,11月

1984年4月

11月

1985年5月

7月

7-11月

12月

1986年7月

9月

1987年1月

3月

4月

5月

1988年1月

1991年

1992年

6月

月

月

月

7
,

∧
U

う

一

9月

発起人会合(経 団連 、野村 総研、産能大)

参加勧誘 と事前調査 な らび に事業計画

会則、編集委員会運営規定 な どを制定

作業試行、 口外 アソシエー・■ツ社 と出版契約 、0号 発行

国立国会図書館 と折衝

経済資料協議会(東 京、京都)と 懇談

『JOINT』 創刊'

幹事会発足 。国立国 会図書館 と 「申 し合 わせ」

書誌デ ー タベ ース開発委員会 を設 置

『JOINT』 第2巻 か ら2分 冊 とな る。 日本経済新 聞社 と合意書

この年 の総会 を神戸 で開催 。兵庫労働調 査室 、神戸 大学経 営文献分析 セン ター、

ポー トピアを見学

オンラ イン ・サー ビスを開始(NEEDS-IRに 搭載)、 これを機 にJOINTフ ェ

ア(東 京 、大阪)を 開催

会則 を改訂 。総会(富 士研修所)で 、特別講演 ・ブ レデ ィキャスツ社 のハ リス

社長

早稲 田大学 図書館 と懇談

来 日中のFID・ 社 会科学委員 長フ ェルデ ィ博士 と懇談

調査研 究を受託((社)日 本 情報 セ ンター協会 、のち に(社)情 報サ ー ビス産業協 会

か ら、1987年 まで継続)、 これに伴 い計量分析調査 研究委員会 を設置

研究会 「パ ソコンを利 用 した図書管理」(大 和 ・南條氏)

「三菱 総研 におけ るMARC検 索 システ ム」(三 菱 ・宮川氏)

シンポジ ウム 「文献デ ー タベー スによる計量 分析 」

設立5周 年記念論文募 集(1985年5月 に授賞者 を発表)

シンポジ ウム 「文献 デー タベー ス と計量 分析 」

日経テ レコンでのサ ー ビスを開始

5カ 年(1980!84)の 累積 版(全16冊)を 刊行

経済資料協 議会 と懇 談

法政大学産 業情報 セ ンター と懇 談

幹事会 の下 部機 関 と して基本問題研究会 を設置(12月 に報 告)

基本 問題研究会の報 告 を承 けてJOINT入 力機械 化 につ いて懇談

編集 ・制作両委員会の下部 委員会 としてJOINT改 革 に関す る臨時委員会を設

置(7月 に報 告)

国際交 換(中 国社会科 学院 日本研究所か ら資料交換 申 し入 れがあ り、 アジ ア経済

研究所 経 由で交換 を実 施)

国際総合デ ー タベ ー ス(株)か らJOINTデ ・一夕提供 申 し入れ

「デー タベ ー ス専 門会議 ・神戸Conference」(神 戸 国際交 流協会 と共催)

専門図書 館協議会 関西地 区協議 会 と懇 談

Specia1LibrariesAss㏄iation80七hAnnua1Conference(ニ ュー ヨー ク)で

「CooperativeProductionofJOlNT」 を発表(日 通総研 ・石坂氏)

「入力原稿電子化 に関す る打ち合わせ」

「入力原稿電子化 に関す る打ち合 わせ」(第2回 、第3回)

CD-ROM化 検討 ワーキ ング グル ーブ で日経 シソ…一ラスのCD-ROM版 作成

に着手

「CD-ROM版 日経 シソーラ ス ・補助 キー ワー ド集 」が完成(凸 版印 刷 と共 同

制作)
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2.JOINTデ ー タ ベ ー ス 共 同 構 築 の 高 度 化 に 向 け て

2.1こ れ ま で の 取 り組 み

2.1.1雑 誌 記 事 デ ー タ ベ ー ス の 共 同 構 築 と提 供 の 現 状

(1)共 同 作 業 の現 状

経済 文 献 研 究会 の 共 同編集 は、個 々の参加機関が雑誌記事索引 をコンピ ュー

タを利 用 して編集 す る以前 か ら開始 された。 したが って、 一機関単独 でコ ンピ

ュータ編集 に よる雑誌記 事索引 を発行す ることが困難 な段階に、現在 の共同作

業 の基本型 が形成 された ことに留意 したい。 基本型 は、 共通の作成マニ ュアル

に則 って原稿 シー ト作成 を参加機 関が分担 し、 それを1カ 所 に 集 め て コ ン ピ ュ

ー タに よ る編集を行 う形 であ る。共同編集開始後、 コン ピュー タの普及 に伴 っ

て参加機関の うち い くつかの機 関で雑誌記事索引の コン ピュー タ編集 が実施 さ

れて きた。 さ らに これ か ら開始 す る計画 のある機関 もあ る。個別機関 のなかで、

JOINT編 集 作 業 と 独 自の 雑 誌 記 事 索 引編 集作業 とを どう調整 させ るか、 ま

たさせ てい るかは、 それぞれの機 関のみな らず経済 文献研究会に とって大 きな

課 題にな って いる。

JOINTフ ァ イル 用 原 稿 は 、 月 刊雑 誌 記 事 索引誌rJOINT」 の発 行 を

念 頭 に お き、 デ ー タベ ー ス共同構築参加 の各機関が分担 して作 成す る。個 々の

機 関で は次 の ような原 稿作成作業 が行われ る(図2-1参 照)。

最初 に 、 分 担採 録 分 の 雑 誌 の 目 次を決め られ た大 きさに複写す る。 原則 とし

て、 この複写 シー トを原稿 にす ることになって いる。複写 シー トに、雑誌 名、

巻号、 発行年月等の書誌 的事項 を確認加筆 した上で、 採録記事 を選択、記 事標

題、ペー ジの確認補筆 を行 う。次 に、冊子体刊 行時の ため の独 自の分類 を記入

し、記事 内容に適切 と思われ るデ ィスクリプ タが付 与 され る。

なお、 これ らの採 録作業、デ ィスクリプタ付与作業 につ いては、デ ー タベ ー

ス制作委員会 によってそれぞれ 「記事採録基準 」 「デ ィスクリプ タ運用基 準」

が定め られ、 これ らのマニ ュアル に準拠 して行われて いる。 また・ 作業品質 の

標準化 を図 り、作業 ノウハウを交 換するため、 研修 委員会 が作業担 当者 を中心
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と し た 研 修 会 を開 催 し て い る 。

デ ィ ス ク リプ タ は 、 企 業 名 、 団 体 名 、 人 名 、 品 目 、 業 界 、 項 目、 地 域 等 の カ

テ ゴ リー に 分 類 さ れ 、 企 業 名 、 団 体 名 お よび 人 名 に つ い て は 原 則 と して 日 経 ニ

ュ ー ス テ レ コ ン記 事 フ ァ イ ル に 登 録 さ れ た 名 称 を 用 い 、 品 目、 業 界 、 項 目 お よ

び 地 域 に つ い て は 「日 経 シ ソ ー ラ ス 」 に 基 づ い て 付 与 す る。 そ の ほ か 、 そ れ ぞ

れ の 機 関 で 適 切 と考 え ら れ るデ ィ ス ク リ プ タ を 併 せ て 記 載 し て い る。

参 加 機 関 は 、 作 成 原 稿 を 定 期 的 に(月3回)JOINT編 集 制 作 セ ン タ ー

(現 在 は 日 外 ア ソ シ エ ー ツ 内 に 置 か れ て い る)送 付 し、 同 セ ン タ ー で デ ー タ 入

力 、 校 正 、 著 者 名 ・企 業 団 体 名 等 の カ ナ 読 み 確 認 な ど の 作 業 を 行 っ た 後 、 編 集

さ れ た 機 械 可 読 デ ー タ フ ァ イル か ら の 出 力 を 版 下 と し て 月 刊 「JOINT」 が

発 行 さ れ る 。

デ ー タベ ー ス 用JOINTフ ァ イ ル は 、 こ の 編 集 用 機 械 可 読 フ ァ イ ル を も と

に 、 デ ィ ス ク リプ タ の カ ナ 読 み を 加 え て ベ ン ダ ー に 提 供 さ れ る 。

(2)提 供 方 法

経 済 文 献 研 究 会 で 編 集 さ れ た 雑 誌 記 事 索 引 デ ー タ の 提 供 は 、 現 在 冊 子 体 お よ

び 参 加 機 関 の うち に は 、 機 械 可 読 フ ァ イ ル の2つ の 方 法 で 提 供 さ れ て い る 。

冊 子 体 と して は 、 代 表 的 な も の に 口外 ア ソ シ エ ー ツ 発 行 の 次 の 出 版 物 が あ る。

「月 刊JOINTA(経 済 ・産 業 編)/B(企 業 ・経 営 編)」

1979年8月 か ら 月 刊

「累 積 版 経 済 産 業 雑 誌 記 事 索 引 」1980年 分 か ら1984年 分 ま で

「年 刊 企 業 ・団 体 情 報 事 典 」1980年 分 か ら1983年 分 ま で 年 刊

「現 代 日 本 執 筆 者 大 事 典 」1984年 版 お よ び1993年 版 に デ ー タ 利 用

「現 代 日本 人 名 録 」1987年 版 、1990年 版 お よび1993年 版 に デ ー タ 利 用

ま た 、 機 械 可 読 フ ァ イ ル に よ る提 供 に は 次 の も の が あ る。

「NEED-IRJOINTフ ァ イ ル 」

「日 経 ニ ュ ー ス テ レ コ ン 雑 誌 記 事 タ イ トル 」

以 上 オ ン ラ イ ン デ ー タ ベ ー ス 日本 経 済 新 聞 社

「NICHIGAIASSISTMAGAZINE」

オ ン ラ イ ン デ ー タ ベ ー ス お よ びCD-ROM板 目 外 ア ソ シ エ ー ツ
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(口 外 ア ソ シ エ ー ツ が編 集 す るマ ス コ ミ主体 の一般 雑誌記事索 引デ ー

タ、JOINT雑 誌記 事 索 引デ ー タ、 機械 振 興 協 会経 済研究 所が編 集

す る海外 の産業記事抄 録デー タの3種 類 のデ ー タか ら成 る)

「JOINTフ ァ イル 」 磁 気 テー プ版 紀 伊 国 屋 書店

2.1.2イ ン デ ク シ ン グ の 高 度 化

JOINTフ ァ イル の 共 同編 集 作 業 の上 で 、 作業量 お よび精 度の品質管理 に

最 も比重がかけ られて きたのが、デ ィスク リプタの付 与作業の部分 であ る。経

済 文献研究会 および各参 加機関 では この作業 の高度化、 すなわち、 よ り少な い

作 業量 で よ り高度な利用 が できないかとい う観点か ら、 い くつかの試み を行 っ

て きた。次 にその主 な もの を紹 介す る。

(1)自 動 索 引 化 の 実 験

1985年 に 、 ① 付 与 デ ィ ス ク リ プ タ数 の 増 加 、 ② 付 与 作 業 の 品 質 管 理 、 ◎ 抄

録 代 替 情 報 作 成 、 ④ 索 引 作 業 負 担 の 軽 減 の4つ の 可 能 性 を 検 討 す る た め 、 日 外

ア ソ シ エ ー ツ が 開 発 し た 「用 語 管 理 シ ス テ ムNICE」 を 用 い 、JOINTデ

ー タ か らデ ィ ス ク リ プ タ の 自 動 的 に 切 り出 し、 通 常 の 作 業 結 果 と の 比 較 を 行 っ

た。

実験 は、記事デ ー タ420件 に つ い て、 記 事 標 題、 抄 録 ・要 約、 リー ド文、 小

見 出 し、 記事 に挿 入 され た図表名 な ど、抄録の代替 とな りうる部分 を抽出付加

し、 自動索引処理 を した。

実験結果 では、以下 の こ とが明 らかにな った。

①付与デ ィスクリプ タ数 の増加の可能性 に対 しては、マニ ュアル索引作業 の代

替 とはな らな いが、 補完 とな る可 能性 は高い。

② 付与 作業の 品質管理 の可能性 につ いては、実 用化 には ノイズ語の排 除に工 夫

が いる。

◎抄録代替情報作成 の可能性 に対 しては、 自動索引の対象情報 と して も利 用す

るとい う現実 的条件 を加 味す ると、見出 し等 は有効 性が あ る。

④索 引作業負担の軽減 の可能性 については、抄録の代替 とな りうるデ ータを追
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加 する場合、 作業の著増 とな る。標 題デ ー タだけでは、 軽減 は しても品質上 マ

ニ ュアル索引作業の代替 にはな らない。

つま り、その当時の作業 量を増加 させて も、そ れに見合 うだけの便益 は得 ら

れ ないことがわか った。

(2)日 経 シ ソ ー ラ ス ・補 助 キ ー ワ ー ド集CD-ROM版 の 作 成

デ ィ ス ク リプ タの 付 与 は 、 「日 経 シ ソ ー ラ ス 」 「日 経 補 助 キ ー ワ ー ド集 」 等

に 準 拠 して 行 う こ と に な っ て い る 。 一 方 、 日 経 ニ ュ ー ス テ レ コ ン を 提 供 して い

る 日本 経 済 新 聞 社 で は 、 近 年 、 索 引 語 採 録 に つ い て 限 りな く フ リ ー タ ー ム(自

由 語)化 に 近 づ き 、 補 助 キ ー ワ ー ドの 登 録 語 数 が 著 し く増 加 して い る 。 経 済 文

献 研 究 会 で は 採 録 作 業 用 に 、 こ れ ま で1988年12月 に 「日 経 補 助 キ ー ワ ー ド」 、

1991年1月 に 「日 経 シ ソv"ラ ス ・日経 補 助 キ ー ワ ー ド一 覧(50音 順)」 を 作 成

利 用 して い る が 、 最 近 の 登 録 語 増 加 傾 向 に 伴 い こ れ 以 上 は 物 理 的 に 製 本 不 可 能

か つ 採 録 作 業 中 の 取 扱 に は 重 く、 不 適 切 な 状 態 に な っ た 。

そ こ で 作 業 合 理 化 の 試 み と し て 、1992年 に 最 新 デ ー タ に 基 づ くCD-ROM

版(8cm電 子 ブ ッ ク 版)を 開 発 作 成 、 参 加 機 関 に 配 布 し 試 用 し て い る 。 単 な る

五 十 音 順 の リ ス トに 比 べ て 、 一 覧 性 は劣 る も の の 、 シ ソ ー ラ ス 用 語 の 階 層 構 造

の 確 認 、 後 方 一 致 に よ る用 語 の 確 認 な ど の 点 で 従 来 よ り も 利 便 性 を 増 し た と 考

え ら れ る 。

(3)個 別 参 加機 関 の独 自仕 様 に よ る雑 誌記事索 引シ ステ ムの利 用

参加機関の中にも、 自機関の 高度化 とあわせ てJOINT採 録 作 業 の効 率 化

を はか る ため 、 コン ピュー タを導入 して、独 自の仕様 で雑誌記事 索引の編 集 を

実 施する機関が出て きて い る。 まず独 自の雑誌記事 索引デ ー タを蓄積 し、 その

中か らJOINT採 録 用 に必 要 な デ ー タ を 出力 してJOINT原 稿 シ ー トに替

え る とい う考 え方 で あ る。

こうした雑誌記事索引 シ ステ ムを導入 した とき、 マニ ュアルの採録作業 と比

べ て入力作業 は作業増 とな る。 しか し、入 力後 す ぐ検索 シ ステム によって人力

デ ータを利 用できるため、 システ ム導入 お よび 入力作業 の コス ト増のデ メ リッ

トを十分 カバ ーす るメ リッ トを享受 でき ると して いる。
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ま た 、 参 加 機 関 に よ っ て は 既 に 雑 誌 記 事 索 引 シ ス テ ム を 導 入 し利 用 し て い る

が 、JOINT採 録 作 業 と は 調 整 が で き ず 二 重 作 業 を し て い る と こ ろ も あ る。

こ う い う 機 関 と こ れ か ら導 入 し よ う とす る 機 関 を含 め 、 こ れ ま で のJOINT

原 稿 作 成 方 式 か ら新 し いJOINTデ ー タ ベ ー ス フ ァ イ ル の 共 同 構 築 方 式 に 移

行 で き る か ど う か は 、 経 済 文 献 研 究 会 の 今 後 の 存 続 だ け で な く、 新 し い 専 門 図

書 館 間 の ネ ッ トワ ー ク の 構 築 に と っ て 大 き な 課 題 で あ ろ う 。

2.1.3イ ン デ ク シ ン グ 等 高 度 化 の た め の 問 題 点

高 度 化 に は 、 こ れ ま で2つ の ア プ ロ ー チ が と ら れ て き た 。 ひ と つ が 作 業 機 関

お よび 編 集 機 関 側 の 改 善 で あ り、 も うひ と つ が 提 供 す る側 の 改 善 で あ る 。

(1)作 業 機 関 側 の 改 善

こ れ ま で 採 録 作 業 の う ち 最 も 比 重 の か か る デ ィス ク リ プ タ 付 与 作 業 を軽 減 す

る た め マ ニ ュ ア ル 類 が 改 定 さ れ て き た。1990年 に は 、JOINT分 類 コ ー ドの

ス コ ー プ ノ ー トの 改 訂 と あ わ せ て ス コ ー プ ノ ー トの 内 容 か らの 索 引 が 作 成 さ れ

た 。 ま た199i年 に は 、 作 業 機 関 の コ ン ピ ュ ー タ処 理 に と も な う 作 業 マ ニ ュ ア ル

の 改 訂 を 行 っ た 。

ま た 、 付 与 す る デ ィ ス ク リプ タ も 、 こ れ ま で は シ ソ ー ラ ス用 語 と 日 経 補 助 キ

ー ワ ー ド集 の 用 語 と 経 済 文 献 研 究 会 で 認 め ら れ た 用 語 と い う よ う に 制 限 さ れ た

付 与 方 式 で あ っ た も の を 、 シ ソ ー ラ ス用 語 と 各 機 関 に と っ て 必 要 な 用 語 と い う

付 与 方 式 に 変 更 し た 。 個 別 機 関 の 判 断 で 新 規 事 象 に 適 切 な デ ィ ス ク リ プ タ を 採

用 で き る 体 制 に変 え て き た の で あ る 。

さ ら に 、 個 別 作 業 機 関 に お い て コ ン ピ ュ ー タ化 に よ っ て 新 た な ニ ー ズ が 発 生

し て い る 。 当 面 は 、 従 来 の マ ニ ュ ア ル 処 理 と 導 入 す る コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム で

の 処 理 と を ど う 調 整 し、 ひ い て は 共 同 構 築 に つ な げ る か が 大 き な 課 題 で あ る 。

(2)提 供 す る側 の 改 善

現 在 、 主 に 「月 刊JOINT」 と オ ン ラ イ ン デ ー タ ベ ー ス の2種 類 の メ デ ィ

ア で 提 供 さ れ て い る 。 冊 子 体 で は、 巻 末 の 企 業 名 ・団 体 名 ・人 名 索 引 を 工 夫 し
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て、 見出 し語の下 に記事標 題を付 して どの ような記事 か どうかわか るように し

て いた。 しか しコス ト削 減のため、1983年 か ら記 事 番 号 を参 照 す る だ けに せざ

るを得な くな った。 よ り改善 した くとも、 商業出版では コス トを考慮 しな けれ

ば な らな いという逆 の事例であ る。

オンラインデー タベー スでは、 シ ステム側 において検索 時に有効な改善 がい

くつか実施 されてい る。 シソー ラ ス用語を検索語に指定す ると、 シソーラスを

利 用 して上位語 を含め た検索 をす る方法がその ひとつで あ る。 また、検索語 に

「アメ リカ」 と入力 して もデ ィスク リプ タで あ る 「米国 」を参照 して検索 した

り、 同音 異義語の場合 カナだけで判別がつか ないので、漢字表記の選択肢 がで

て くる画 面を追加 した りす る工 夫 も改善のひ とつで ある。

しか し、オ ンラインデ ー タベ ー スでは、検索用語の参 照コン トロール が どこ

までで きるかで、同一 フ ァイル で もよ り高度 に利用で き ることにな る。正 式名

称 ・通称 ・略称間の参 照コン トロール も、例示 した国名 については一 部行 われ

て いるが、 ビジネスデ ー タベー スと して最 も利 用頻度 が多 いと考 え られ る企業

名 についてはほとん ど行 われて いないの が実状 であ る。 企業名、地 域名な ど固

有名詞のみ に限 らず、一 般の事象名 について も類義語 の参照を検索 システ ム側

でできれば、 利用者 のみな らず採録者 に とって も負担 減 となる。今後 も改善 を

望 みたいポ イン トであ る。
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2.2共 同 構築 参 加 機 関 の 電 子 化 ・機 械 化 の現状

2.2.1共 同 構 築 参 加 機 関 に 対 す る ア ン ケ ー ト調 査

そ れ ぞ れ の 採 録 機 関 で は コ ン ピ ュ ー タ の 普 及 に 伴 い 、 図 書 館 シ ス テ ム 導 入 の

動 き が 盛 ん で あ る 。 経 済 文 献 研 究 会 で は 、 今 後 の 共 同 構 築 構 想 を 検 討 す る た め 、

具 体 的 に ど の よ う な 導 入 状 況 か 、JOINT採 録 作 業 の 電 子 化 ・機 械 化 と の 関

連 等 に つ い て 、1993年9月 時 点 で ア ン ケ ーート調 査 を 行 っ た 。 調 査 項 目 は 次 の と

お りで あ る。

1.JOINT採 録 作 業 の 電 子 化 ・機 械 化 の 現 状

・パ ソ コ ン 等 の 使 用 機 器 ・ソ フ トウ ェ ア

・入 力 項 目

2.JOINT採 録 作 業 以 外 の 電 子 化 ・機 械 化 の 現 状

・パ ソ コ ン 等 の 使 用 機 器 ・適 用 業 務

・問 題 点 ・今 後 の 課 題 等

2.2.2調 査 結 果 に み る共 同 構 築 参 加 機 関 の現 状

経済文献研究会の参加機 関15機 関 に つ い て 、 調 査 の 結 果 次 の こ とが明 らかに

な った。

(1)JOINT採 録 作 業 の 電 子 化 ・機 械 化 の 状 況

15機 関 中4機 関 で パ ソ コ ン を 利 用 して 採 録 が 行 わ れ て い た(他 に1機 関 が19

94年 度 中 に 導 入 予 定)。4機 関 と も パ ソ コ ン は 同 一 機 種 で 、 使 用 ソ フ トも 日本

語MS-DOS上 で 作 動 す る 同 一 の ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ トを 部 分 的 に 各 機 関

の ニ ー ズ に 適 合 さ せ た も の で あ っ た 。

入 力 項 目 は 、JOINT採 録 項 目 を カ バ ー して お り、 各 項 目 は 固 定 長 方 式 で

あ っ た 。 最 も 比 重 が か か っ て い る デ ィ ス ク リプ タの 項 目 は 固 定 長 で 、 企 業 名 ・

団 体 名 ・人 名 が20バ イ.ト で3個 ま で 、 そ の 他 の 内 容 が20バ イ トで10個 ま で と な

っ て い る 。 な お 、 こ の シ ス テ ム で は 、 抄 録 ・内 容 コ メ ン ト入 力 用 に 固 定 長 で2
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00バ イ トの項 目を 設 定 して い る。 運用では、 デ ィスク リプ タの項 目に半角 カナ

入 力を してい るケー スと全 角漢字 かなで入力 しているケー スとがあ った。

一般 的にデ ィスク リプ タ項 目が固定長の場 合、最大 限何個 まで採 録 できるか、

また1語 分 の 最 大 限 の 長 さ を どれ だ け とってお くか、 た とえば英語 の カナ表記

をデ ィスク リプ タとす る場合な どでは長 くな る可能性 があ るので、 仕様の 設定

に留意す る必要が ある。

さらに、デ ィスク リプ タの表記を半角カナ にす るか、 全角 にす るか、 カナ読

み をつ けるか どうか な ど、 検索 システムでの利用者側 の使 い勝手 とも関連 して

いることが指摘 で きる。

未使用の機 関か らは、 既 に使用 している機器 との兼用の可能性、電 子化に伴

う入力の負担増の 問題点指摘や、電子化の共通 フォーマ ッ トが確定 した時点で

採録作業 を図書館 システ ムに組み込む予定 とい う課題が 出されてい る。

(2)JOINT採 録 作 業 以 外 の 電 子 化 ・機 械 化 の 現 状

オ ン ラ イ ン 情 報 検 索 用 に パ ソ コ ン を利 用 し て い る 機 関 が12、 オ ン ラ イ ン 端 末

を 利 用 し て い る機 関 が1機 関 あ る 。 そ れ 以 外 の 図 書 資 料 管 理 、 貸 出 返 却 管 理 な

ど の 業 務 で は 、 大 型 コ ン ピ ュ ー タ利 用5、 オ フ コ ン ・ミ ニ コ ン 利 用2、 ワ ー ク

ス テ ー シ ョ ン 利 用1、 パ ソ コ ン利 用9機 関(重 複 回 答 あ り)と な っ て い る。

(1)で1994年 度 に 導 入 予 定 と 回 答 し た1機 関 の ほ か 、1機 関 が 日本 語 の 雑

誌 記 事 索 引 の 電 子 化 準 備 中 、2機 関 が 独 自 の 雑 誌 記 事 索 引 シ ス テ ム を 稼 働 中 で

あ る こ と が わ か っ た 。

雑 誌 記 事 索 引 シ ス テ ム に つ い て 整 理 す る と 、6機 関 が 稼 働 して お り、 う ち4

機 関 はJOINT採 録 作 業 と リ ン ク さ せ て い る 。 さ ら に 、2機 関 が 準 備 中 で あ

る と い え る 。

2.2.3共 同 構 築 高 度 化 の た め の 問 題 点

先 に 述 べ た よ う に 、 今 日 のJOINTフ ァ イ ル の 採 録 ・編 集 制 作 シ ス テ ム は ・

専 門 図 書 館1機 関 で は コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム の 導 入 が 困 難 な 段 階 に 形 成 さ れ た 。
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1機 関 の み の 雑誌 記 事 索 引 作 成 に 限 界を読み とった専 門図書館 が集 まって新 し

い編集 スタイルをも った索 引誌 を生 み出 したのであ る。 そ れか ら十数年経過 し

て、現在で は1機 関 で の シ ステ ム 導 入 が そ う難 しくな くな った。 いま、 これま

での ノウハ ウを活 か してJOINTフ ァ イル の 蓄積 やJOINT採 録 シ ス テ ム

を1機 関 内 の シス テ ム に取 り込 み、 新 しい共同構築の し くみに どの よ うに再生

させて い くかは、経 済文献研究会 に とって も参加機関 に とって も喫緊 の課題 と

いえよう。

専門 図書館 にと り電子化 とどの よ うに取 り組 むかが避 けて は通 れない関門で

あ る中で、JOINTフ ァ イル の 共 同構 築 の 高 度 化 の た め には、個 々の参 加機

関の高度化 が大前提 とな ろう。 つ ま り、個 々の機関 が 自機 関にと って最小限必

要不可欠 な雑誌記事索 引をつ くり利 用できる図書館 システ ムをもつ ことが新 し

い スター トラインとな ろう。その 上であ らためて共 同構 築 をはか り、 個 々の機

関に とっては より効率 的 にデー タ利 用が可能 な しくみを生 み出さな くて はな ら

な い。

こうした観点か ら、 共 同構築 高度化の検討事項 として次 の点が考 え られ る。

(1)提 出 原 稿 の電 子 化

まず、 参 加 機 関 が 外部 に提供 可能 な雑誌記事索引デ ー タをどの ように提出 す

るか、 そのデータ形式 が関門の第 一であ る。 もちろん、 デ ー タは参加機関で作

成 した雑誌記事索 引デー タすべ てでな くて よ く、提 供可能 と判断 した一部分 で

もよい。デー タ交換 の際の標準 化が問題 にな る。

提出デ ータの統一形式 と して、交換の メデ ィア(フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク は現 時

点 で は通 信に比較 して簡 便な方法 であるが、大 きさ、 フ ォーマ ッ トはどうす る

か)、 回 収 方 法(通 信 か 郵 送 か)、 フ ァ イル 形 式(各 項 目デ ー タの 区切 り、 順

な ど)、 デ ー タ項 目(固 定 長 か 可 変 長 か)な ど を検 討 しな け れ ば な らな い 。

さ らに、データの内容 についても、著者名(姓 名の 区切 りや カナ 読 み と表 記)・

デ ィス ク リプ タ(半 角 カ ナ か 全 角 漢 字 か)、 デ ー タ項 目の 順 序 、 ゲ タ字 の 処理

な どの細か い問題 も整理 しなければな らな い。

また、編集過程 で必然的 に発 生す る調整作業の負担 を誰が行 うのか・ 費用 は

どう手 当す るかは、 これ までの経験 か らも、技術的 な課 題以上 に大 きな 関門 と
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な る と 判 断 さ れ る。

(2)現 提 供 手 段 以 外 の 方 法 の 模 索 な ど

提 供 手 段 も、現在JOINTデ ー タを 提供 して い る手 段 だけ が すべてではな

い。新 しい提供手段 は可 能か ど うか、従来の提供手段 はその ままで適切か どう

か、従 来十分 検討 で きなか った点 も整理 してみ ることが 重要 にな ろう。

た とえば、CD-ROMや 光 磁 気 デ ィス クを メデ ィア と して経済文献研 究会

に よる自主制 作 ・配布 の方 法も考 え られ る。通信 ネ ッ トワー クの可能性 を模索

す ることも必要であ ろう。 さらには、参加機関以外か らの新規参加の可能性や

作業 マニ ュアルの再検討 も要検討事項 のひ とつとな ろう。
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3.採 録 作業 の 省 力 化 と相 互 利用 環 境 構 築のため にパ ソコンを利用 す る事 例

個 々の参加機関 が行 う論文 ・記事採録作 業の ための、 コンピュー タ ・アプ リ

ケーシ ョンをと りあげ る。作業 の省力化 を図 ることだけに とどま らず、 作成 さ

れ るデ ー タベー スを インハ ウスで利用す る環境 を整備 し、資料室業務 の合 理化

を図 ろうとす る意 図を持 ってい る。

また、 各機 関が作成 した機械 可読ファ イル を統合化 して、相互利用 環境 を構

築 し、 「情報化時代 」 に望 まれ る資料管理 部門の相互協力体制 を実現 す るため

の条件 を検 討す る。

3.1使 用 す る パ ソ コ ン と ソ フ5ウ エ ア

(1)い わ ゆ る 「ダ ウ ン サ イ ジ ン グ 」 の 言 葉 に 代 表 さ れ る よ う に 、 パ ソ コ ン の

利 用 環 境 は 激 変 しつ つ あ る。 昨 今 で は 、 相 当 大 規 模 な 業 務 シ ス テ ム に も パ ソ コ

ン が 利 用 さ れ る よ う に な っ て い る。

こ う し た 背 景 に は 、 今 ま で パ ソ コ ン を 利 用 す る 上 で の 大 き な 制 約 と な っ て い

た 機 種 間 で の ソ フ ト、 デ ー タ の 互 換 性 の 壁 が 取 り 除 か れ よ う と して い る こ と、

ま た 、 価 格 性 能 比 が 著 し く向 上 し、 初 期 投 資 価 格 、 運 用 コ ス トが 少 額 で 済 む よ

う に な っ て い る こ と 等 が あ る 。

こ の よ う な 環 境 を 踏 ま え て 、 こ こ で は 、 日本 電 気 製PC-9821Apシ ス テ

ム を 使 用 し た 。(注1)

(2)ア プ リ ケ ー シ ョ ン は 、OSの 主 流 と な っ て い る 、MS-DOS環 境 下 で

動 作 す る も の と し た 。 仮 名 漢 字 変 換 の 効 率 の 善 し悪 し は 作 業 能 率 を 大 き く左 右

す る 。 こ こ で は 、 フ ロ ン トプ ロ セ ッ サ ー と して 、 広 く一 般 に利 用 さ れ て い る も

の を使 用 し た 。(注2)

(注1)他 の 国 産 の 主 要 機 種 、IBMPS/55等 で も 使 用 で き る。

(注2)ジ ャ ス トシ ス テ ム 製 「一 太 郎Ver5」 を 使 用 し た 。
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3.2.採 録 作 業 の た め の ア プ リ ケ ー シ ョ ン

(1)レ コ ー ド構 成

レ コ ー ドを ど の よ う に 構 成 す る か は 、 将 来 に わ た っ て 蓄 積 さ れ て ゆ くデ ー タ

の 内 容 に 深 くか か わ る 最 も 重 要 な 問 題 で あ る。 ま た 、 ア プ リケ ー シ ョ ン の 効 率

に も 深 く 関 係 す る。

こ の た め 、 ほ ぼ3万 件 の デ ー タ フ ァ イル の レ コ ー ドを 検 証 し て み た 。

レ コ ー ド内 容 を 、 専 ら表 示 に 用 い る書 誌 事 項 項 目 と検 索 用 語 項 目 の 二 つ の 部

分 に わ た っ て 検 討 を 加 え た 。 こ の 結 果 、1レ コ ー ド長 が 約1キ ロ バ イ トで あ れ

ば 必 要 条 件 を 満 た す こ と が で き る こ と が わ か っ た。(図3-1参 照)

(2)書 誌 事 項 の 項 目

書 誌 事 項 は 、 記 事 標 題 、 著 者 名 、 掲 載 詩 名 、 発 行 年 月 日 、 巻 号 、 掲 載 ペ ー ジ 、

抄 録 ・要 約 等 の 項 目 で 構 成 す る 。

(3)検 索 用 語(デ ィ ス ク リプ タ)の 項 目

著 者 名 、 団 体 名 、 一 般 検 索 用 語 、 分 類 等 で 構 成 す る。

(4)そ の 他

文 献 番 号 、 登 録 日、 処 理 機 関 名(記 号)等 の 処理 事 項 で 構 成 す る。

3.3ア プ リケ ー シ ョ ン の 機 能

ア プ リ ケ ー シ ョ ン で は 以 下 の よ う な 機 能 を 設 け た 。

① デ ー タ 入 力 、 訂 正 、 削 除 、 レ コ ー ド内 容 の 印 刷 等 の 基 本 機 能

② 採 録 雑 誌 管 理 、 及 び 連 載 論 文 ・記 事 の 管 理 の 二 つ の 機 能 。

③ 検 索 用 語 を 管 理 す る た め の 機 能 。

④ 「論 文 ・記 事 紹 介 」 を 印 刷 す る 機 能 。

⑤ デ ー タ フ ァ イ ル を イ ン ハ ウ ス で 検 索 して 利 用 す る機 能 。

⑥ デ ー タ 交 換 の た め の テ キ ス トフ ァ イル の 作 成 機 能 。
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以 下 に 、 そ れ ぞ れ の 機 能 を 概 観 す る。(図3-2参 照)

(1)書 誌 事 項 の 入 力

書 誌 事 項 の 漢 字 入 力 は 、 使 用 す る フ ロ ン トプ ロ セ ッ サ ー の 使 用 法 に準 拠 す る 。

入 力 画 面 は、 馴 染 み や す い カ ー ドイ メ ー ジ で 設 計 し、 画 面 の ス ク ロ ー ル 範 囲 を殆

ど な く して い る。 しか し、 こ れ に と ら わ れ る 必 要 は な く、 画 面 を ス ク ロ ー ル さ せ

て 入 力 す る形 で も 良 い 。(図3-3、 図3-4参 照)

(2)デ ィ ス ク リプ タ の 入 力

デ ィ ス ク リプ タ を 「漢 字 」 と す る か 、 「か な 」(半 角)と す る か は 議 論 の 分 か

れ る と こ ろで は あ る。 こ の ア プ リ ケ ー シ ョン で は どち ら に も対 応 し て い る。

イ ン ハ ウ ス で 利 用 す る場 合 で は ど ち ら で も 良 い が 、 相 互 利 用 の 為 に は 、 デ ー タの

整 合 性 を 保 た な け れ ば な らな い の で 、 い ず れ か に統 一 して お く必 要 が あ る。 ま

た 、 一 般 検 索 用 語 と し て 、 自 然 語(フ リー タ ー ム)の 使 用 を 想 定 し て い る。

(3)デ ー タ訂 正

該 当 す る レ コ ー ドの 文 献 番 号 を 指 示 して 、 画 面 上 で 訂 正 す る 。 (図3-5参 照)

(4)デ ー タ削 除

該 当 す る レ コ ー ドの 文 献 番 号 を 指 示 して 、 タ イ トル を 表 示 さ せ 、 画 面 上 で 確 認

の う え削 除 す る。(図3-6参 照)

(5)レ コ ー ド内 容 印 刷

文 献 番 号 の 範 囲 を 指 定 して 、 そ の 範 囲 内 の 全 レ コ ー ド内 容 を 印 刷 す る 。 前 項 の

訂 正 、 削 除 の 場 合 の 典 拠 と な る だ け で な く、 登 録 デ ー タ 台 帳 と して 役 割 を も た せ

る 。(図3-7参 照 、 図3-8参 照)

(6)採 録 雑誌 管理

採録 雑誌 のデ ー タ入力 、訂正、削除、採録雑誌一覧表の印刷等の処理で構成 し

ている。
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採 録 作 業 時 に 、 該 当 雑 誌 名 を 直 接 入 力 しな い で 、 雑 誌 コ ー ド(予 め 決 め て お く)

を 入 力 す る と雑 誌 名 に 変 換 さ れ る 仕 組 み に な っ て い る。 こ れ は 、 入 力 の 手 間 を省

くだ け で な く、 雑 誌 名 の 表 記 形 式(入 力 形 式)を 標 準 化 す る為 に 必 要 で あ る 。

予 め 雑 誌 コ ー ドと雑 誌 名 対 応 リ ス トを 印 刷 して お い て 入 力 時 に 使 用 す る か(図

3-9参 照)、 ま た は 、 画 面 に ウ イ ン ドウ を 開 い て 参 照 入 力 す る か は い ず れ か を

選 択 す る よ う に す る 。 前 者 の 場 合 は、 雑 誌 コ ー ドが 単 純 な 方 が 入 力 しや す い が 、

後 者 の 様 に ウ イ ン ドウ か ら参 照 入 力 す る場 合 は 、iSSN等 を 用 い て も か ま わ な い。

ま た 、 こ の フ ァ イ ル は 、 そ れ ぞ れ の 雑 誌 の 、 発 行 頻 度 、 発 行 所 、 所 蔵 期 間 、 誌

名 変 更 等 の 記 録 に も 使 え る注 記 等 の 項 目 で 構 成 して い る。 した が っ て 、 イ ン ハ ウ

ス で 利 用 す る 「採 録 雑 誌 一 覧 表 」 が で き る。(図3-10参 照)

各 機 関 の デ ー タ を 統 合 化 し た 場 合 、 任 意 の 印 刷 様 式 で 参 加 機 関 毎 の 所 蔵 リ ス ト

(ユ ニ オ ン リ ス ト)も き わ め て 簡 単 に 作 成 で き る こ と に な る 。

(7)連 載 記 事 の管 理

連 載 記事 フ ァイル は、採録作業時に、連載記事であることを認識 させ る記号を

入力す ることによって自動的に作成される。

任意の時点で、 「連載記事一覧表」を印刷 しておき、次回の入力時 に参照表示

し、必要部分 に訂正を加 えて確定データとする。採録作業を省力化す るだけでな

く、デ ィスク リプタの統制 にも役立つ。(図3-11参 照)

(8)デ ィ ス ク リプ タ 管 理

レ コ ー ド毎 に 必 要 か つ 十 分 な デ ィ ス ク リプ タ が 付 与 さ れ て い る か 否 か は 、 デ ー

タ ベ ー ス の 信 頼 性 を 左 右 す る重 要 な 問 題 で あ る。 特 に 、 専 門 分 野 の デ ー タ ベ ー ス

で は そ の 傾 向 が 顕 著 で あ る 。

しか し、 実 務 上 の 齪 礪 に 限 ら ず 、 と りわ け一 般 検 索 用 語 と して 自然 語 を 用 い る

場 合 で は 、 用 語 の 統 一 性 を 維 持 して ゆ くの は難 しい 。

こ の た め 、 任 意 の 時 点 で 、 デ ー タベ ー ス で 使 用 して い るデ ィス ク リプ タ と そ の 使

用 件 数 を 表 示 し た 一 覧 表 を 印 刷 し、 この 内 容 に 検 討 を加 え て 用 語 の 統 制 ・管 理 を

行 う こ と と して い る。
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具 体 的 に は 、 現 在 使 用 して い るデ ィ ス ク リプ タが 、 どの レ コ ー ドの 、 ど こ の 項

目 で 使 用 さ れ て い て も 、 一 括 し て 更 新 して し ま お う と い う も の で あ る 。

ま た 、 デ ィス ク リプ タ を 指 示 し 、 そ れ を 含 む レ コ ー ドだ け を 表 示 さ せ て 用 語 を 修

正 す る こ と も 可 能 で あ る。(図3-12参 照 、 図3-13参 照)

(9)イ ン ハ ウ ス で 行 うデ ー タ 検 索

蓄 積 処 理 した デ ー タ ベ ー ス を イ ン ハ ウ ス で 利 用 す る 。 利 用 手 段 を 用 意 す る こ と

が 重 要 な 職 能 で あ る 資 料 管 理 部 門 で は 必 要 な 機 能 で あ る。

検 索 の 都 度 演 算 式 を 記 述 す る 煩 雑 さ を 省 くた め 、 予 め 条 件 式 を 内 在 さ せ て い る。

検 索 条 件 指 示 画 面 の 項 目の 横 の 関 係 をOR、 縦 の 関 係 をANDと し て い る の が そ れ で あ

る。

ま た 、 比 較 的 新 し いデ ー タが 要 求 さ れ る こ と が 多 い の で 、 雑 誌 の 発 行 年 を 指 定

して 絞 り込 む こ とが で き る よ う に 配 慮 して い る 。(図3-14参 照)

検 索 結 果 は、 一 画 面4件 ず つ 至 近 デ ・…タ か ら降 順 に 一 覧 表 示 す る 。(図3-1

5参 照)

こ の 画 面 で 、 ノ イ ズ と 考 え られ る デ ー タ は排 除 し、 該 当デ ー タの 詳 細 を 一 件 ず

つ 表 示 さ せ る か 、 印 刷 す る か を 指 示 す る。(図3-16参 照 、 図3-17参 照)

(10)雑 誌 論 文 ・記 事 紹 介

必 要 で あ れ ば 、 採 録 し た デ ー タ を 「雑 誌 論 文 ・記 事 紹 介 」 を 印 刷 して イ ン ハ ウ

ス で 利 用 す る。 検 索 専 用 の 端 末 が 用 意 で き な い 場 合 は、 利 用 手 段 の 一 つ と して 有

効 で あ ろ う。(図3-18参 照)

(11)テ キ ス トフ ァ イ ル の 作 成

デ ー タ 交 換 の た め の フ ァ イル を 作 成 す る。

文 献 番 号 の 範 囲 を 指 定 して 、 フ ロ ッ ピ ー デ ィ ス ク 上 に テ キ ス トフ ァ イ ル を 作 成 す

る 。 テ キ ス トフ ァ イル は 、 リ ス ト形 式 、 固 定 長 形 式 の 二 つ の 代 表 的 な 形 式 を 例 示

した が 、 デ ー タ を統 合 化 す る側 で 処 理 しや す い も の で あ れ ば 他 の 形 式 で も 良 い 。

(図3-19,図3-20参 照)
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3.4相 互 利 用環 境 の構 築

各 機 関 の 作 成 し た 機 械 可 読 フ ァ イ ル を 用 い て 、 相 互 利 用 環 境 を 構 築 す る た め に

は 、 フ ロ ッ ピ ー デ ィ ス ク を用 い る 方 法 、 通 信 回 線 を 利 用 す る 方 法 、CD-ROM

を 用 い る方 法 等 々 で あ る。

こ こ で は 、 最 も 簡 単 で 安 価 な 方 法 と して フ ロ ッ ピー デ ィ ス ク を デ ー タ交 換 媒 体

と して 用 い る 方 法 を と りあ げ た 。

そ して 、 参 加 各 機 関 が 個 々 に デ ー タ交 換 を 行 う の で は な く、 デ ー タ 管 理 セ ン タ

ー(仮 称)を 設 け て デ ー タ を 統 合 化 し、 参 加 機 関 が検 索 利 用 で き る よ う な 仕 組 み

を 考 え て い る 。

(1)セ ン ター の 必 要 と す るハPtド ウ エ ア

ー 機 関 の 場 合 と 異 な り、 セ ン ター で 管 理 ・保 守 す るデ ー タ 量 は 膨 大 に な る の で 、

大 容 量 の 記 憶 装 置 と 高 速 処 理 機 、 ま た 、 不 測 の 事 態 に 対 処 す る た め 、 バ ッ ク ア ッ

プ 装 置 が 必 須 で あ ろ う。

(2)セ ン ター が必 要 とす るソ フ トウエ ア

セ ンターが必要 とす るソフ トウエア内容 は、各機関が提供す るデ ータを統合化

で きる機能、各機関に配布す る交換媒体の作成機能だけでな く、・デ ータ管理上の

幾つかの処理、 例えば、機関別提供デー タの量、機関別利用状況等 の把握のため

の処理等 も必要 となろう。

ここでは、 フロッピーデ ィスクをデー タ交換媒体 とする場合に限 って、相互利

用環境を構築す ることを考えたが、通信回線を利用 して、個 々の参加機関がデー

タをセ ンターに送信 して蓄積 し、 オンラインで検索利用 する方が合理 的であろう

し、蓄積されたデー タをCD-ROMで 利 用す る方 が よ り経 済 的 で あ る場合 もあ

ろう。

いずれに しても、 まず参加機 関が機械可読ファイルを作 成す ることが前提であ

り、 ついでセンターを どの ような組織で、何処 に設 けるか、費用負担をどのよう

に分担 してゆ くか等が、今後検討さるべき課題である。
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項 目名 項 目数 一 項 目 の 長 さ(単 位 バ イ ト)

示

項

目

タ イ トル 160

執筆者名 76

雑誌名 40

巻号 20

発行年 月 日号 14

掲載頁 12

内容抄録 200

デ

ィ

ス

ク

リ

プ

タ

分類 3 8

執筆者名 40

執筆者名 2 20

団体名 40

団体名 2 20

一般検索用語 10 20

処

理

項

目

文献番号 6

登録 日 8

処理機 関名 20

その他処理項 目 予備複数 80

図3-1レ コ ー ド構 成
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削 除 条件 指示 画面

文献 番 号
`
タ イ ト ル

19055 第 三 セ ク タ ー に よ る 観 光 レ ク リ エ ー シ ロ ン ・ リ ゾ ー ト 開 発 の 現 状 と 課 題(2

19066 振込 取 引 と原 因 関係(3)決 済 、為 替 お よび振込 理 論 の再 構築 の ため に

いさだくてし押を一キ行実てし方人を号蓄蔵文るす除削

面画示指除削63図

　 　
ll90551カ 、ら1190701ま で
」_____A」_______」

印刷 す るデー タの文 献 番号 を指 定 して 改行 キー を押 して くだ さい

図3-7印 刷範囲指示画面
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登 録 デ ー タ 台 帳(1994年3月25日)

経済文献研究会 ・プロ トタイプ 1994.1

19062

[1993916] 轟
l

l

【
0
0
0
1

1

羅 宇 託に関する最酷 判激 つ"て(特 集 債繍 渡'差 搬 の齢 と第三債

務 事 情

26～28p.

クマカ.ヤコウイチ

サイケンシ.ヨウト

2:

2:サ イケン

6:

10:

3

1993:08:05-15号[1361

2:3:

3:サ シオサエ4:キ ヨウタク

7:8:

2:3:

処理機関

]

19063

[1993916]

19064

[1993916]

19065

[1993916]

19071

[1993916]

[]

根抵当実務に関するアンケー ト調査の集計結果 とその分析 特集

舗 金殿 濤 情光昭
30～101p.

1イ シイシンシ・

1ネ テイトウ2:テ イトウケン

56:

910:

1

12:3:

1993:08:05-15号[1361

2:ハ タミツアキ3:

3:キ.ン コウキ・ヨウム4:ア ンケート

7:8:

2:3:

処理機関

]

[]

貸金業者等のCP発 行について

酬議葺事情
102～110p.

1イ ケタ◎タタ◆カス・

1コ マーシャルへ'一八'-2:カ シキンキ.ヨウシヤ

56:

910:

1

12:3:

1993:08:05-15号[1361

2:3:

3:ノ ンハ◆ンク4:

7:8:

2:3:

処理機関

]

[]

信託代理店制度の概要と代理店契約

翻 藁 法務事情
1

1

民
∪
O
U
1

1

111～116p.

ワカマツアキラ

シンタクタ.イリテンセイト.

タ.イリテンケイヤク

2:

2:キ ンエウセイト.カイカク

6二

10:

3:

1993:08:05-15号[1361

2:3:

3:シ ンタクキ◆ンコウ4:チ ホウキ◆ンコウ

7:8:

2:3:

処理機関

]

[]

アメリカにおける法人税 ・所得税の統合論の動向一アメリカ法律協会報告書の紹介

葡 藁市場
30～38

1カ ネコヒロシ

1ペ イコク

5

9

1

1

P.

2:

イ
　
セン

タ
・ンウホ

・

・

.

.3

・
…

n
U

9
ム
C
U
-

1993:09:

2:

3:シ ヨトケセ・イ

7:

2:

号[97

イセイセ

Q
り
4
鯵
8

・

・3

処理機関

]

[]

図3-8登 録 デ ータ台 帳
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雑 誌 コ ー ド 、 詩 名 対 応 表

経済文献研究会・プロトタイプ1994.1

雑 誌 コー ド タ イ ト ル

742 NewsWeek日 本語版

679 ニ ュー ヨー ク レポー ト(日 本長期信用銀行)

506 NIRA政 策研究

657 NIRAニ ュ ー ス

743 東洋経済統計月報

432 トラック輸送情 報

801 年金情報

438 内外化学品資料

441 生 コンク リー ト統計 四半期報

507 年金と雇用

444 日化協月報

508 年次経済報告

633 日刊葉菜

746 ニ ッキ ン

474 ニ ッキ ン

796 ニ ッキ ン レ ポー ト

448 日経 エ レク トロニ クス

513 農林金融

25 NOMURASEARCH

450 日経公社債情報

520 野村週報

521 ハ イテ ク ・マンス リー(岡 三経済研究所)

522 判例時報

524 兵庫経済

104 フ ァイナ ソ シ ャル ・ア ドバ イ ザ ー

453 日経商品情報 ク ォー タ リー

454 日経商 品情報 ウ ィー ク リー

527 フ ァイ ナ ンス

457 日経データプロEDP

652 ファイナ ンス研究

460 日経 ニ ュー マ テ リアル&テ ク ノ ロ ジー

653 フ ィナ ン シ ャル ・レ ビ ュー

530 富士 タイムズ

532 不動産研究

534 物価資料

1537 物価指数月報

466 日経ベ ンチ ャー

i

図3-9雑 誌 コ ー ド詩 名 対 応 リス ト
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採 録 雑 誌 一 覧 表(1994年2月9日 現在)

経済文献研究会 ・プロトタイプ 1994,1

雑誌 コー ド 詩 名/発 行頻度 発 行 所/所 蔵期間

16
&SP)締 企醐 会 1991一

635
6学 のヴ み医歯薬出版 1990・ ・

1988.1ヨ リコウト'クカイシ

607
爾研レポ5ト≠空豆蓼欝 欝 所) 1993一

「投資展望」の改題

18
幣 ジヤ5ナ 鱗 ジ。一ナル社 1990一

19 イ ンサイ ダー(
SH)イ ンサ イ ダー 1993一

20
6ンシ・㌘ 羅 研難 版 1990一

189 lNTERNATIOMLTAXATION国 際 税 務

(M)税 務 研 究会 1982.1一

630
6ン ド緩解 習印調査委員会日本委員会 1987.6一

21 インベス トメン ト
(BM)大 阪証券取 引所 1949.1一

22 WiU
(M)中 央公論社 1990一

4002
ξRC門 ㌔ 縫 縮 報サービス

23 ARCレ ポー ト
(BA)世 界経済情報サー ビス (3)

'●.

795 AVジ ャー ナ ル

(H)文 化通信社 1990一

724 エ コノ ミス ト
(W)毎 日新聞社 出版局

図3-10所 蔵 雑 誌 一 覧 表
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連 載 記 事 一 覧 表(19942.14)

GlobslBusine88 20400ウtル マ ー ト・ス トアー ズThlnkS■altr小 さ く考 え」 大 き く成 長(日 本 的

20204ABBア セ ア ・プ ラウ ノ ・ポ ベ リー グ ロー パ ル に考 え、 ロー カル に行 動 す る(

NBL

イ ンベ ス トメ ン ト

20264弁 護士 による企業法務 の処理(4)東 京における実態調査 をふ まえて

20262民 事執行に関す る最近 の諸問題(中)

20265ECの 司法制度(3)(世 界の司法制度5)

20015法 実践 と法学部における民事法教育(上)

20016信 託 ・SPC(特 定債権譲受業者)と 財産管理制度(3)一 取引構造の特性 と

20006平 成4年 証券取引法の改正について(6)金 融制度の改革(1)(証 券取引法

20007平 成4年 証券取引法の改正について(7)金 融制度の改革(2)(証 券取引法

20188配 当落 ち評価か ら見た 日経225オ プノeン 市場の成熟(株 価指数先物 ・オブ

20187先 物 と合成先物による疑似裁定取引 とべー ンス ・リスク(株 価指数先物 ・オブ

20186オ プシeン の機能 と価格形成 一日経平均 オプノ 日ンによる実証(先 物研究会

エ コ ノ ミス ト

20185平 成4年 証券取引法の改正について(3)証 券取引等監視委員会と自主規制機

20144ノ ーベル経済学賃 その栄光と偏向 下

金融 20051外 国銀行 の米国における活動(下)

金融 ビジネス 月刊20121逆 説 ・円高 が日本を救 う(下)一 土地 ・カネの流動化を急げ

月刊資本市場 20260日 本の 「アセ ッ ト・マネノメン ト」あれ これ(45)日 本 の投資信託税制の考

国際金融 20276大 アジアへ の展望 一イン ドへのADB貸 付開始(国 際化四十年28)

20277国 際化時代 の先物取引(含 オフバランス)の 諸機能 の考察(15)

国際商事法務 20268ア メ リカ動産担保法の実務(第3回)一 著作権(Copyrights)に 対す る担保権

20269国 際税務の総合的研究

20270メ キン コ国1992年 改正会社法(3)

旬刊金融法務事情

旬刊経理情報

20392「 民事訴訟手続 きに関する改正要綱私案」 の概要(1)

20134ト ステムー急成長 とドメイン拡大のためのM&A戦 略(フ ィール ド・スタデ ィ

20359日 本型 リエンジニア リングの基本構想(日 本型 リエンジニア リングの実践技法

商事法務 別冊 20316株 主総会想定問答集 平成6年 版

20315株 主代表訴訟 と取締役心得(取 締役 シ リーズ2)

証券 アナ リス トジ ャー20027オ プソ ヨンと先物(第4回)(入 門講座)

証券調査(新 日本証券

証研レポー ト

信託

投資月報(日 興 リサー

法学協会雑誌

20033日 経平均先物 と現物株の価格形成、新先物 の今後の展望(3)(証 券市場)

20281日 経平均先物 ・オ プソHン 平成5年12月 限

20352紹 介:K.W.Ryanr大 陸法における信託の受容 」一大陸法系 における信託法研

20382ノ ヤー プ5分 類によるスタイル分析 一株式運用 の意思決定支援 ツール として(

20407資 産移転課税(遺 産税、相続税、贈与税)と 資産評価(3)一 アメ リカ連邦遠

図3-11連 載記 事一覧 表
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キー ワー ド

キヤツシ1テ.イスへ.ンサー

キヤツシ1?ネ シ・メントサーヒ.ス

キヤト'

キヤヒ.タルケ・イン

キセヒ・タルケ.インカセ・イ

キヤヒ◆タルフライト

特 プ テン

キヤム

キ1一シーカツト・ウ

キユーレシオ

キユウキエウイリヨウ

キユウキ1ウキユウメイシ

キユウサイカツト・ウ

キユウサイハ◆イシエウ

キユウシエウ

キユウシ1ウカ.ツへ.イ

キユウシヨウケイヤリ

キユウセイト'

キユウフスイシ◆ユン

キエウへ.ツハイシ

キユウミンカ・イシヤ

キユウリヨウテンヒ◆キ

キヨウィク

キヨウイケサンキ.ヨウ

キヨウイリサンキ.ヨウカイ

キヨウイクセイサク

キヨウイリトうシ

キヨウイクヒ

キヨウカン

キヨウキエウリヨケ

キヨウコウ

キヨうセイ

キヨウセイコウカイカイツケセイト◆

キヨウセイシツコう

キヨウソウ

件数

l

l

l

1

6

1

1

1

1

2

1

1

1

1

6

1

1

1

1

1

2

1

4

1

4

2

1

3

1

1

29

2

1

1

2

1

1

経済文献研究会 ・プロトタイプ1994.1

キー ワー ド 件数 キー ワー ド 件数
]トヨウソウシ・ヨウケン

キヨウソウセイサク

キヨウソウセイサク

キヨウソウニユウサツ

相 ウソウホウ

キヨウソウリヨク

キヨウソウリヨクキヨウカ

キヨウタク

キヨウチヨウ

キヨウチヨウカイニユウ

キヨウチヨウエウシ

キヨウチヨウリサケ.

キヨウツウツウカ

キヨウテイセイリツ

キヨウト

キヨウト.ウウンエイ

キヨウド ウカ

キヨウト・ウカイハツ

キヨウト.ウケミアイ

キヨウド ウケン椥

キヨウト◆ウケンキユウカイハツ

キヨウト.ウケンキヨウ

キヨウト・ウサイケンカイトリキコウ

キヨウト.ウセイサン

キヨウト.ウソシキ

キヨウト.ウソシキキン1ウキカン

キヨウト.ウテイトウ'

キヨウハ'イ

キヨウハ・イフト・うサン

キヨウランフ.ツカ

キヨウリヨウ

キヨケチセンソウ

栢 クトウ

キヨクトウチイキ

キヨシユツキン

2

27

1

2

1

3

1

8

2

3

3

1

1

1

1

1

1

2

15

1

1

2

-

2

1

5

」

5

-

-

l

-

-

2

-

キヨシ.1う スイシ・ユン

キヨシ.1ウ ヨウシサン

相 ニンカ

キヨミズ 怜

柵 ギ スタン

キン

キンイツカカクハンハ⑳イホウシキ

キンカイカイウン

キンキ

キンキユウケイサ.イタイサク

キンキ1ウ1ウシ

キンシジ ヨウ

⇔ ジ ガ ネ

キンセンサイケン

キンセンシンタク

キンソうパ

キンソ.クセイヒンキ・ヨウカイ

キンチサンシヤ

キントウシ

キンホンイセイ

キン1ウ

キンユウカイカク

キンエウカクメイ

キンユウカプ

キン1ウカンワ

キン1うキカン

キン1ウキカン

キンユウキカンケイエイアツカ

キン1bキカンチヨチケ

キン1ウキキ

キン1ウキヨウコウ

キン1ウキンキユウソチ

キンエウキンタ◆イカホうアン

キンユウキ.シ・1ツ

キン1ウキ.ヨウ

l

1

1

1

1

3

2

1

12

6

2

1

3

1

3

1

5

4

1

1

27

4

14

2

18

62

1

1

1

2

10

2

1

1

1

1

図3-12 デ ィ ス ク ク
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■

キ ー ワ ー ド 更 新 掲 示 画 面

使 用 し て い る キ ー ワ ー ド 新 し い キ ー ワ ー ド

〔 コ ・E三====コ

確 認 して から 実行 キー を押 して 下 さい

キ ー ワ ー ド 更 新 処 理 中 止=終 了 キ ー

図3-13検 索 用語 の更 新画 面

　 文●;　 件入　

1ケ イi」"イ
r

r

r

O

O

O－ コ
発 行 年 【 】 か ら 【 】 ま で

検索語を入力 して

図3-14

実 行 キ ー を 押 し て 下 さ い

検 索条件 入 力画面
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56件 】 詳 細 表 示 ・・1,印 刷 ・・2 該 当番 号 を選 択 して下 さい 【 】

い ら な い一 消費 を無 理 強 いす るよ り低成 長 に 耐え る術 を学 ぼ う(緊 急特

【該 当 デ ー タ

}{ρ)【19604]一71(58199312
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夫

東

経

対

e

気

田

c

量

販

i

l

OV

}{p)f19633]一70

90年 代 不況 は 公共 投 資 で は救 え ない(談 合 と公共 事 業)

伊 東 光 晴
1993|2(56

 

2

界世

第2回)(苦 悶 す る 日本 資 本 主義

}{P)[19634】●|12(102199312

道のへ綻破約直
人
構
克

●
 
期

橋

長

内
3

累世

調 整 策 と金 融 ◆財政 制 度 の 改革

}{ρ}【195681一87(56199311総 合 研究 所)

 

済
雄

村

経
東
野

の

(

図
根
劇

中
曾
観

4

界財

を 押 し て 下 さ い実 行 キ ー★ 詳 細 表 示,印 刷 を し な い デ ー タleは 【X】 を 入 力 し て

検索結果一覧表示

 

51図3

詳細 表 示面 面
面

執筆 君名 内橋 克人

タ イ ト ル

長 期 ◆構造 的 破 綻 へ の道(苦 悶 す る 日本 資 本主 義 第2回)

法 名 世界

巻 号 589(1993=12:号)

所 載 頁 102～112

抄 録
円高 を 賃下 げ と雇 用調 整 で乗 り切 る、 とい う発 想 で国 際競 争 力
を再 び強 化 す れ ば 、 さらな る円 高が 日本 経 済 を襲 う だろ う。 そ
れ は 自分 の首 を締 め る に等 しい選 択 な ので あ る.し か し 「待 っ
た」 を か け る政 治 勢力 が な い。

詳細表示画面

 

61図3
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検 索 結 果(1994.2.8)

経 済文献研 究会 ・プロ トタイ プ1994.1

景気 浮揚、政策介入 は景気 の底 を見極めて から一い まは 「我慢 の とき」だ[20146]

小野 五郎

い播 ζ罐 鵠 難 詰 鰻 纏 あ雷額 欝 誌 ☆ 鑑 こ7時間 っ手ヵ《な

エ コノ ミス ト1994.Ol.18号[72(3)]38～42p.

「中小共同買取機構」の提案一百家争鳴の 「土地買い上げ構想」を斬 る[20190]

宮尾 尊弘

な魏欝縫‡爺e鶴 え讐熟縫‡㌶警竪娼家舗 麟縫 揚素的

週刊東洋経済1994.Ol.15号[5189]74～77p.

日本経済の中期展望(1994～98年 度)一 成熟化に向か うわが国経済の課題[20063]

日本総合研究所調査部

灘 騨 ㌶ 罐 灘 葉藷蹴 襯 麗麟 逢鑑
JapanResearchReviewl994.01.号[4(1)]4～28p.

経済再生 ラス トチ ャンスー減 税だ けで解 けない ジレ ンマ、 高齢化社 会へ500兆 円投[19827]

竃 平蔵

賀㌶ 難 竃 嶽 卿 書聖薄縁 甦 姦辞書纏 縫鵠
Thisis読 売1994.ol.号[4(lo)]140～157p,

「新産業 ・雇用創 出計画」を急 げ[20001]

島 田 晴雄

談舗 離 購 纏 鍵 層ρ票蟹罐 嶋 鮒ミ嚥 檎§亨
中央 公論1994.01.号[109(1)]48～62p.

90年 代不況は公共投資では救えない(談 合 と公共事業)[19633]

伊東 光晴

議響璽鶏 糞離 婁饗 ξ罐 縛 灘 ㍊謬 錦
世界1993.12.号[589]56～70p.

コンピュー タ日本、 まだ起死回生 の秘策 はあ る[19605]

梅 田 望夫

一」昆賠9殴 づ雀熱雷副 療露塵糞鰹智騒 ま顯 糟謬る㌍㍍窮
策だけでない再生 の シナ リオが あるはず。

中央公 論1993,12.号[108(13)]100～113p.

図3-17検 索 結 果 の印刷
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4.JOINTの 将 来 の展 開

4.1.現 状 の 問 題 点

4.1.1.JOINTの 原 点

経済文献研究会のように業種を越えた様々な企業や団体によって構成される

組織が、15年 間 もの長きにわた り、一つの雑誌記事索引を共同で作成 し続けて

きた事例はほかにはな く、きわめてユニークな存在 と言えよう。

こうした共同作業(デ ータベースの共同構築)が 長期間にわたって継続 しえ

た理由としては、次のことが挙げ られる。

すなわち、経済文献研究会は、業種を越えた企業 ・団体の集まりではあるが、

会員機関のなかで実際にこの共同作業に従事するセクションは、いずれ も専門

図書館という共通の土壌の上に育まれた組織であったことである。言い換えれ

ば、専門図書館同士の組織であるために、経済文献研究会という相互補完的組

織が成立 しえたのであり、また、JOINTと いうその果実を一般の利用に供

するということについても、利用者オ リエ ンテッ ドという図書館本来の理念に

基づいて、いわば社会貢献活動 という位置づけから成 しえたのである。

経済文献研究会の設立経緯についてはすでに触れたが、データベース共同構

築の趣旨は、以下の3点 に集約できよう。

① 採録対象誌を会員機関で分担することにより、各機関ともイ ンデクシ

ング作業の合理化が図れること。

② 雑誌記事索引を機械可読データ・ファイル化することによ り、検索機

能の効率化 ・高度化が図れること。

③ 採録対象誌を、各々の分野を専門とする図書館(会 員機関)が 担当す

ることにより、索引の質的向上が図れること。

すなわち、経済文献研究会が設立される以前から、各機関ともに、それぞれ

が同じような雑誌記事索引を作成 していたわけであるが、これを共同作業化す

ることにより、上記のメリットが生 じるものと考えられた。
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しか しなが ら、当初期待 されそいた こうしたメ リッ トのなか には、結果的 に

効果を上 げることがで きなか った もの もあ り、また、予想 していなか った新た

な問題 も生 じてきてい る。

4.1.2.技 術 的 な 問 題 点

その一つ として、作業量の増大 が挙 げられる。

雑誌記事索 引が機械可読デー タ ・ファイル とな った ことか ら、キーワー ド検

索などよ り高度かつ効率的な検索が可能 とな り、検索面での合理化(高 度化)

は成 された 。 しか し、 その 反面 、キー ワー ドの付与作業な ど、検索機能の高度

化 ・効率化のために不可欠 とされ る新 たな作業が発生 し、結果的に作業量が増

大 したことか ら、採録作業面での合理化(省 力化)は 達成 で きなか った。

また、か つ て個 々の機 関において独 自に雑誌記事索 引を作成 していた時に較

べ、雑誌記事の採録か ら、採録 されたデータを利用できるよ うになるまでの時

間が長期化す るとい う問題 も生 じて いる。

現状、オ ンライ ン ・デー タベース ・サー ビスの場合 で も、各機関において採

録作業を完了 してか ら、そのデー タを利用できるよ うにな るまで には1～2か

月 の タイ ム ラグが生 じて お り、 冊子体の場合では、2～3か 月 後 で な けれ ば採

録 した記 事 を検索できな い。 これに対 して、会員機関が独 自に雑誌記事索 引を

作成 していた頃には、記事の採録作業が完了 した時点か ら、その記事を検索す

ることがで きたのであ る。

すで に第1章 で述 べ た よ うに、 ビジネ ス情 報は 「生モ ノ」であ り、速報性 が

重視 され る。 こうした性質 を持つ ビジネス雑誌記事 の検索 において、 この よう

な タイムラグは看過で きない ものであ ることは論を待たない。

4.1.3.事 業 と して の 問 題 点

以上のような、技術的な問題に加えて、事業としての問題 も生 じている。

元来、経済文献研究会は相互補完的性格の強い組織であり、営利を追求す る

組織ではない。 したがって、互恵主義の立場から、各会員機関とも自機関内で
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発生す る採録作業等 に関わ るコス トは、 自己負担 してい る。

しか しなが ら、冊子体JOINTを 一 般 に頒 布 し、 さ らに は、 商 業 ベースの

オ ンライ ン ・デー タベース ・サー ビスに対 してJOINTフ ァイ ル を供 給す る

段 階 へ と進ん で ゆ くにつれて、経済文献研究会のような相互補完 ・非営利組織

と、一般の営利企業が タイア ップ して事業 を展開す ることの難 しさが表面化 し

て きている。

JOINTが 広 く一 般 に利 用 され、高 い評 価 を受 けるにつれて、会員機 関が

自ら負担 して いるコス トの ことを思い起 こすのは自然の成 り行 きであろ う。

これまで経済文献研究会 は、専 門図書館の共同体であるため、利用者 に便益

を提供す るとい う図書館本来の理念か らその果実を一般 の利用に供 してきたが、

こう したプロジェク トを本格的 に事業化 しようとす る場合 には、情報の価値 に

対す る評価 とい う根本的な問題 を含 め、越えなければな らないハー ドルは少な

くない もの と考え られる。

4.2.将 来 の 展 開

4.2.1.二 つ の 将 来 像

ビジネス雑誌記事デー タベースが扱 うビジネス情報 には、その寿命が短 い も

のが少な くな い。そ うであれば こそ、迅速 にデー タを処理 し、 そのデー タを効

率 的に利用できるシステムを構築す ることが課題 とな る。

この課題を克服す ること、すなわち、前節 で述べ た問題点の うち技術的な問

題 については、比較的容易 に解決できる可能性が高い。その答えが、前章の共

同構築プロ トタイプシステムである。

ところで、 このプロ トタイプシステムの最大の特色は、ユ ーザーがサプライ

ヤーを兼ねて いるという点 にある。

この システムを経済文献研究会 とい う組織 内に組み込んだ場合 には・個別企

業あるいは団体 という枠組みを越えたネ ッ トワー クとな るが・本質 的には・一

企業内に構築 された システム と変わ りな く、 自己充足的な システ ム(ク ロー ズ
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ド・ネ ッ トワー ク)で あ る と言 え よ う。

こ う した ネ ッ トワー クを複数の機 関が共同で利用す る際 には、利用者 には反

対給付(採 録 作 業 の分 担)を 行 う義務 が生 じるこ と とな ろ う。 この相互補完 と

い う形態 は、まさ しくJOINTの 原点 なの で あ る。

した が って 、原 点への回帰がJOINTの 将来 像 の一 つ と して浮 か び上 が っ

て こよ う。

一方、JOINTは す で に社 会 的 に認知 され、広 範 に利用 されているとい う

実態を踏 まえれば、今後 も継続 して一般の利用に供す ることが、その社会的責

任 を全 うす ることともなろ う。言 い換えれば、前述の クローズ ド・ネ ッ トワー

クをオープ ン化 した段階が、すなわちJOINTの 二 つ 目の将 来 像 とな る。 こ

の段 階 で は、 どのよ うな形態でオープ ン化を図るかが課題 とな ろう。

4.2.2.将 来 の 方 向 性

前項では、JOINTの 将 来像 を システ ムの観 点 か ら捕 らえてみたが、 ここ

で は、その商品内容 の観点か ら考えてみたい。

JOINTの セ ール スポイ ン トの 一 つ と して、その採録対象誌が広範である

とい うことが挙 げ られ る。

経済文献研究会が発足 した当時の環境を振 り返 ってみ ると、当時 もい くつ か

の雑誌記事索 引が刊行 されてはいたが、そのそれぞれが、 ビジネス関係 に弱い、

採録対象誌が限 られている、あ るいは、一般には入手 しに くいなどといった問

題点を含む ものであ った。で あるか らこそ、JOINTの 作 成 が企 図 され たわ

けで あ るが 、 その後 は、様 々なデー タベースが出現 し、それぞれが急速 に普及

しているな ど、環境 は大 き く変化 してきている。その意味では、JOINTの

初期 の 目的 は達 成 され た と言 え よ う。今後 は、 こう した環境の変化 に対応 して、

JOINTも 質 的 変革 を 図 る段 階 に来 てい る もの と考え られ る。

そこで、定期刊行物形態 の灰色文献(通 常 の 出版物 流 通 経 路 に乗 らな い出版

物)に 、改 めて スポ ッ トが 当 て られ る。灰色文献 は、一般の流通市場では入手

が難 しく、 これ らを網羅的 に収集 しよ うとするのは さらに困難である。JOI

NTで は当初 か らこれ らを採録 対 象 と してお り、それ故 に採録対象誌が広範に
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な っている訳で あるが、今後 と もこうした特色を十二分に活かす ことがポイ ン

トとなろう。

また、 もう一一つのセールスポイ ン トとして、雑誌記事索引 としての質が高い

ことが挙げ られ る。

これは、前述 したよ うに、経済文献研究会が実質的には専門図書館の集 ま り

であることか ら、イ ンデクシングのノウハ ウに長 けてい るばか りでな く、採録

対象誌をそれぞれの専 門機関に分担 させ ることによ って、データベ ースが、各

分野の専門家の利用 にも十分耐え る高度な ものとな ってい る。

JOINTの よ うにそれ ぞ れ の分野 の専 門 ス タッフを揃え ることは、商業ベ

ースでは採算面か ら考えてかな り難 しい ことであ り、経済文献研究会であれば

こそ可能な ことであ るとい って も、あながち過言ではないだ ろう。

こうした二つ のセールスポイ ン トを踏 まえ、利用者オ リエ ンテ ッ ドという理

念を想起すれば、 フルテキ ス トのデ リバ リーサー ビスが将来的な方 向性 を決め

る上で一つのキー とな ることは明 らかである。

フルテキス トの供給 につ いては、著作権の問題等、事前 に解決 しな ければな

らない問題がある。 しか し、 これ らの問題 が解決 された段 階を想定すれば、経

済文献研究会の持つ利点が さらに活か され るもの と思われ る。それは、言 うま

で もな く、経済文献研究会を構成 している専門図書館 に とって、各 々の専 門分

野 にお ける灰色文献 を収集す ることは、本来業務の一つ だか らである。

最後 に、将来展望を もう一歩進めて考えてみれば、今後 とも専門性の高いデ

ー タベースが次 々と構築 され、 そうしたデー タベ ース同士が国の 内外 を問わず

有機的に結合す るよ うになることが期待 され る。 また、そ うなれば、 トー タル

と してのデータベー スの質が飛躍的に向上す る もの と推察 され る。
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添 付 資 料





JOINT収 録 詩 名 一一覧

あ

あきた経済

月刊 ア クロス

ア ジア交流

ア ジア トレン ド

あ しぎん経 済概 況

ア ジ研ニ ュース

季刊 アステ ィオ ン

月刊 ア ドバ タイ ジング

月

月

年

季

月

月

月

月

秋田経済研究所

パルコ出版

大阪アジア中小企業開発センター

アジア経済研究所

とちぎ総合研究機構

アジア経済研究所

ティービーエス

電通

い

石垣

岩手経済研究

インベストメント 月

月

月

隔

日本商工会議所

岩手経済研究所

大阪証券取引所

,つ

潮

運輸と経済

月

月

潮出版社

運輸調査局

え

営業推進

エ コノ ミス ト

エ ネルギー

エ ネルギー経 済

月2

週

月

月
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銀行研修社

毎日新聞社

日本工業新聞社

日本エネルギー経済研究所



エネルギー ・資源

エネルギー総合工学

月刊エネルギー フォーラム

エネルギー レビュー

エルダー

おおいたの経済 と経営

月刊大阪労働

大原社会問題研究所雑誌

オールセール ス

岡山経済

オフィス ・オ ー トメーシ ョン

海員

海運

海外鉱業情報

海外砂糖情報

海外電気通信

海外電力

海外投資研究所報

海外労働時報

海外労働情勢月報

外交フォーラム

外国の立法

海事産業研究所報

会報(北 陸経済連合会)

隔月 エネルギー ・資源学会

季 エネルギー総合工学研究所

月 電力新報社

月 エネルギーレビューセンター

月 高年齢者雇用開発協会

お

月 大銀経済経営研究所

月 大阪労働協会

月 法政大学大原社会問題研究所

月 日本実業出版社

月 岡山経済研究所

季 オフィス・オートメーション学会編集委員会

か

月 全日本海員組合

月 日本海運集会所

月 金属鉱業事業団資源情報センター

月1～2精 糖工業会

月 電気通信政策総合研究所

月 海外電力調査会

月 日本輸出入銀行海外投資研究所

月 日本労働研究機構

月 労働省国際労働課

月 世界の動き社

隔月 国立国会図書館調査立法考査局

月 海事産業研究所

年6北 陸経済連合会
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外務省調査月報

季刊家計経済研究

化繊月報

かんきょう

環境管理

環境と公害

官公労働

関西経協

関西交通経済研究センター

環太平洋ビジネス情報RIM

関東経協

月

4

不

季

月

隔

月

季

月

月

年

季

季

外務省情報調査局調査室

家計経済研究所

日本科学繊維協会

ぎょうせい

産業環境管理協会

岩波書店

官業労働研究所

関西経営者協会

関西交通経済研究センター

さくら総合研究所環太平洋研究センター

関東経営者協会

き

機械振興

企業会計

企業実務

企業と人材

企業福祉

基金調査季報

技術と経済

九経連月報 あすの九州 ・山口

行政管理研究

行政とADP

京都の労働経済

きんきQUARTERLY

銀行実務

近代セールス

近代中小企業

金融

ワ
ヨ

ワ
ね

ヨ

　と

ウ
ピ

　

月

月

月

月

月

年

月

月

季

月

季

季

月

月

月

月
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機械振興協会

中央経済社

日本実業出版社

産業労働調査所

産業労働調査所

海外経済協力基金

科学技術と経済の会

九州 ・山口経済連合会

行政管理研究センター

行政情報システム研究所

京都府労働部労働問題調査室

近畿銀行調査部

銀行研修社

近代セールス社

中小企業経営研究会

全国銀行協会連合会



金融研究

週刊金融財政事情

月刊金融ジャーナル

金融情報システム

金融ビジネス

旬刊金融法務事情

不

遇

月

月

月

旬

日本銀行金融研究所

金融財政事情研究会

金融ジャーナル社

金融情報システムセンター

東洋経済新報社

金融財政事情研究会

ナ}

経営教育

経営行動

経営コンサルタント

月刊経営士

経営史学

経営実務

経営者

季刊経営と経済(北 海道銀行)

経営と人事管理

経営と歴史

経営法曹

増刊経営レポート(だいぎん経営振興センター)

慶応経営論集

景気観測

経研 レポー ト

経済界

経済経営研究(開 銀)

経済月報(朝 日生命保険)

経済月報(紀 陽銀行)

経済月報(経 済企画庁)

経済月報(三 和銀行)

月

3

週

一

隔

季

月

月

季

月

月

季

季

不

季

季

年

月

月

隔

不

月

月

月

月

54

日本マネジメントスクール

日本生産教育協会経営行動研究所

経営政策研究所

日本経営士会

東京大学出版会

企業経営協会

日本経営者団体連盟

道銀地域企業経営研究所

日本人事管理協会

日本経営史研究所

経営法曹会議

だいぎん経営振興センター

慶応義塾経営管理学会

国民経済研究協会

長野経済研究所

経済界

日本開発銀行設備投資研究所

朝日生命保険総合企画部

紀陽銀行調査部

経済企画庁調査局

三和銀行



経済月報(十 六銀行)

経済月報(長 野経済研究所)

経済研究所報(経 済同友会)

経済広報

経済 ・産業の動き

経済情報(さ くら銀行)

経済人

経済調査

経済動向月報(通 商産業省産業政策局)

経済同友

経済 トピックス(青 森銀行)

経済 トピックス(住 友銀行)

経済ニュース(鹿 児島地域経済研究所)

経済の動 き(安 田信託銀行)

経済分析

経済 レポー トOSAKA

旬刊経理情報

月刊研究開発マネジメント

原子力工業

原子力資料

建設統計月報

現代

公営企業

公益法人

工業技術

興銀調査

公庫月報(農 林漁業金融公庫)

月

月

年

月

月

月

月

月

月

月

月

月

季

月

不

月

旬

月

月

月

月

月

こ

　

月

月

月

不

月
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十六銀行総合企画部

長野経済研究所

経済同友会

経済広報センター

日本興業銀行調査部、産業調査部

さくら銀行調査部

関西経済連合会

大和銀行調査部総合研究所

通産資料調査会

経済同友会

青森銀行調査情報部

住友銀行経済調査部 ・事業調査部

鹿児島地域経済研究所

安田信託銀行調査部

経済企画庁経済研究所

大阪銀行総合企画部

中央経済社

アーバンプロデュース出版部

日刊工業新聞社

日本原子力産業会議

建設物価調査会

講談社

地方財務協会

公益法人協会

にっかん書房

日本興業銀行資料センター、

農林水産長期金融協会



工場管理

公正取引

高速道路と自動車

国際エネルギー動向分析

国際開発ジャーナル

国際協力

国際金融

国際資源

国際商事法務

国際人流

国際問題

国民経済

国民経済計算

国民生活研究

コンテナリゼーション

コンピュートピア

ウ
ム

ウ
ム

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

年

季

季

月

月

日刊工業新聞社

公正取引協会

高速道路調査会

日本エネルギー経済研究所

国際開発ジャーナル社

国際協力事業団

外国為替貿易研究会

国際資源問題研究会

国際商事法務研究所

入管協会

日本国際問題研究所

国民経済研究協会

大蔵省印刷局

国民生活センター

日本海上コンテナ協会

コンピュータ・エージ社

さ

財界

財界観測

週刊財経詳報

財政金融統計月報

財務調査

さぎん経済レポー ト

山陰の経済

産開研論集

産業開発 リポート

産業訓練

産業情勢

隔週

月

週

月

不

月

月

年

年16

月

月
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財界研究所

野村証券

財経詳報社

大蔵省印刷局

明治生命保険財務業務部

佐賀銀行総合企画部調査課

山陰経済経営研究所

大阪府立産業開発研究所

常陽産業開発センター

日本産業訓練協会

北国銀行企画部調査課



産業 と環境

産業 と情報

産業能率

産業立地

サンシャインジャーナル

月

季

月

月

不

産業資料調査会

日本情報処理開発協会

大阪能率協会

日本立地センター

日本産業技術振興協会

し

ジェトロセンサー 月 日本貿易振興会

しがぎん調査 レポート 月 しがぎん経済文化センター

四銀経営情報 隔月 四銀経営研究所

資源テクノロジー 季 日刊工業新聞企業情報センター

[資源 とエネルギーを大切にする国民運動]中 央会議会報 季 あしたの 日本を創る協会

月刊自治研

自治研究

実業界

自動車海外情報

自動車技術

自動車研究

自動車工業

自動車とその世界

自動車販売

月刊自動車部品

地熱エネルギー

地熱技術

月刊資本市場

事務機械

事務と経営

住宅

住宅金融月報

月

一

月

月

月

季

月

月

月

季

月

月

季

不

月

隔

月

月

月

57

自治研中央推進委員会事務局

良書普及会

実業界

日本自動車工業会

自動車技術会

日本自動車研究所

日本自動車工業会

トヨタ自動車(株)広 報部

日本自動車販売協会連合会

自動車部品出版

新エネルギー財団地熱本部

地熱技術開発

資本市場研究会

日本事務機械工業会

日本経営協会

日本住宅協会

住宅金融普及協会



出版ニュース

ジュリス ト

別冊ジュリスト

酒類食品統計月報

省エネルギー

証券

証券アナリス トジャーナル

証券業報

証券経済

証券経済時報

証券月報

証券研究

証券資料

証券調査

証券投資

証券投資信託月報

証券と投資

証研レポート

商工金融

旬刊商事法務

別冊商事法務

月刊消費者信用

情報管理

情報の科学と技術

省力と自動化

職業能力開発ジャーナル

諸君!

ショッピングセンター

新エネルギー海外情報

新エネルギープラザ

旬

別

不

月

月

月

月

月

輌

不

月

不

不

月

月

月

月

月

月

旬

不

月

月

月

月

月

月

月

月

不

合

出版ニュース社

有斐閣

有斐閣

日刊経済通信社

省エネルギーセンター

東京証券取引所調査部

日本証券アナリス ト協会

日本証券業協会

日本証券経済研究所

日本証券経済研究所

山一証券経済研究所

日本証券経済研究所

日本証券経済研究所

新日本証券調査センター

和光経済研究所

証券投資信託協会

三洋証券広報宣伝室

日本証券経済研究所大阪研究所

商工総合研究所

商事法務研究会

商事法務研究会

金融財政事情研究会

日本科学技術情報センター

情報科学技術協会

オーム社

労務行政研究所

文芸春秋

日本ショッピングセンター協会

新エネルギー ・産業技術総合開発機構

新エネルギー財団計画本部



人材教育

人事院月報

人事と厚生

月刊人事労務

信託

新潮45

信用金庫

信用組合

信用保証

月

月

旬

月

季

月

月

月

不

日本能率協会マネジメントセンター

大蔵省印刷局

政経研究所

日本人事労務研究所

信託協会

新潮社

全国信用金庫協会

全国信用組合中央協会

全国信用保証協会連合会

す

ス タ ツプア ドバ イザ ー

ステークホルダーズ ーCBCCニ ュー ス

月 税務研究会

隔月 海外事業活動関連協議会

せ

税経通信

別冊税経通信

税務弘報

生命保険協会会報

正論

セールスマネジャー

世界

世界経営協議会会報

世界経済評論

世界の農林水産

世界の労働

旬刊セキツウ

月刊石油

　

月

不

月

不

月

月

月

不

月

月

月

旬

月
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税務経理協会

税務経理協会

中央経済社

生命保険協会

産経新聞社

ダイヤモンド社

岩波書店

世界経営協議会

世界経済研究協会

国際食糧農業協会

日本ILO協 会

セキツウ

石油工業時評社



石油開発時報

石油資料月報

石油政策

石油の開発と備蓄

石油文化

月刊世論調査

先見労務管理

センター月報(南 部経済センター)

センター月報(新 潟経済社会リサーチセンター)

選択

宣伝会議

専門図書館

戦略コンピュータ

月

2

5

季

月

旬

隔

月

月

月

月

月

月

月

年

月

石油鉱業連盟

石油通信社

セントラル通信社

石油公団

石油文化社

大蔵省印刷局

労働基準調査会

南部経済センター

新潟経済社会リサーチセンター

選択出版

宣伝会議社

専門図書館協議会

日刊工業新聞社

そ

総研調査(長 銀総合研究所)

季刊倉庫

総合社会保障

総合資料M&L

月刊総務

組織科学

租税研究

ソネットシステム

損害保険研究

　

不

季

月

月

月

季

月

季

季

長銀総合研究所

日本倉庫協会

社会保険新報社

労働新聞社

現代経営研究会

白桃書房

日本租税研究協会

ソーラーシステム研究所

損害保険事業総合研究所

た

第一勧銀総研研究報告

代行リポート

不

不
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第一勧銀総合研究所

東洋信託銀行証券代行部



週刊 ダイヤモ ン ド

ダイヤモンド.エグゼクティブ

大和投 資資料

た くぎん経済 レポー ト

た くぎん調査

宅地開発

地域開発

地域開発ニュース

地域経済

地域経済情報(鹿 児島地域経済研究所)

地銀協月報

知的資産創造

ちば経済季報

地方金融史研究

地方公務員月報

地方債月報

地方財政

地方税

中央公論

中経連

月刊中小企業

中小企業金融公庫月報

中東協力センターニュース

中東経済

中東経済 ・特別号

中東研究

長期金融

月

月

週

月

月

月

隔

隔

ち

ウ
ね

　

月

月

月

月

月

季

季

年

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

不

月

年

唱

ダイヤモンド社

ダイヤモンド社

大和総研

たくぎん総合研究所

たくぎん総合研究所

日本宅地開発協会

日本地域開発センター

東京電力

泉州銀行調査部

鹿児島地域経済研究所

全国地方銀行協会

野村総合研究所情報 リソース部

千葉経済センター

全国地方銀行協会

第一法規出版

地方債協会

地方財務協会

地方財務協会

中央公論社

中部経済連合会

ダイヤモンド社

経営ソフトリサーチ

中東協力センター

中東経済研究所

中東経済研究所

中東調査会

農林水産長期金融協会



長銀レポー ト

調査(日 本開発銀行)

調査(三 菱銀行)

調査季報(国 民金融公庫)

調査季報(七 十七銀行)

調査季報(横 浜市)

調査月報(あ さひ銀行)

調査月報(大 蔵省)

調査月報(香 川経済研究所)

調査月報(群 馬経済研究所)

調査月報(国 民金融公庫)

調査月報(七 十七銀行)
」

調査月報(住 友信託銀行)

調査月報(中 央信託銀行)

調査月報(東 海銀行)

調査月報(東 洋信託銀行)

調査月報(ニ ッセイ基礎研究所)

調査月報(福 井経済経営研究所)

調査月報(福 岡銀行)

調査月報(み やぎん経済研究所)

調査月報(山 形銀行)

調査月報(山 梨中央銀行)

調査月報IRC

調査時報(電 機労連)

調査時報(日 本債券信用銀行)

調査情報(住 友信託銀行)

調査情報(三 菱信託銀行)

調査通信(三 井信託銀行)

調査特報(三 菱銀行)

調査特報(山 形銀行)

不

不

月

季

　

季

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

年

不

不

月

月

日本長期信用銀行

日本開発銀行調査部

三菱銀行調査部

国民金融公庫総合研究所

七十七銀行調査部

横浜市企画財政局調整室

あさひ銀行調査部

大蔵省大臣官房調査企画課

香川経済研究所

群馬経済研究所

中小企業リサーチセンター

七十七銀行調査部

住友信託銀行

中央信託銀行調査部

東海銀行調査部

東洋信託銀行調査部

ニッセイ基礎研究所

福井経済経営研究所

福岡銀行調査室

みやぎん経済研究所

山形銀行総合企画部

山梨中央銀行情報調査部

いよぎん地域経済研究センター

全日本電機機器労働組合連合会

日本債券信用銀行調査部

住友信託銀行

三菱信託銀行産業経済調査部

三井信託銀行調査部

月2～3三 菱銀行

不 山形銀行

一62一



調査ニュース(北 海道銀行)

調査ニュース(み やぎん経済研究所)

調査 レポー ト(荘 内銀行)

調査 レポー ト(日 本信託銀行)

調査レポー ト(山 梨中央銀行)

賃金事情

賃金実務

賃金 と社会保障

月

不

季

月

リ
ム

リ
ム

旬

月

月

北海道銀行調査部

みやぎん経済研究所

荘内銀行調査・情報開発室

日本信託銀行調査部

山梨中央銀行情報調査部

産業労働調査所

産業労働調査所

労働旬報社

つ

通産ジャーナル

通商弘報

月

日

通商産業調査会

日本貿易振興会

て

ていくおふ

手形研究

鉄鋼界

テピス

電気協会雑誌

電気とガス

電子

電子工業月報

天然ガス

電力経済研究

季

月

月

月

月

月

月

月

月

不

全日本空輸広報室

経済法令研究会

日本鉄鋼連盟

学生援護会

日本電気協会

通商産業調査会

日本電子機械工業会

日本電子工業振興協会

天然ガス鉱業会

電力中央研究所経済研究所

と

東京銀行月報 月

一63一

東京銀行調査部



東銀週報

統計

道経連会報

投資月報

投資顧問

東北開発研究

東北経連月報

週刊東洋経済

東洋経済統計月報

動力

道路交通経済

徳島経済

徳島経済レポー ト

都市計画

都市再開発

都市問題

都市問題研究

とみん情報レポート

トランスポート

月

月

月

週

月

隔

月

季

季

月

週

月

隔

季

季

月

隔

不

月

月

月

月

東京銀行調査部

日本統計協会

北海道経済連合会

日興リサーチセンター

日本証券投資顧問業協会

東北開発研究センター

東北経済連合会

東洋経済新報社

東洋経済新報社

日本動力協会

経済調査会

徳島経済研究所

徳島経済研究所

日本都市計画学会

東京都市再開発促進会

東京市政調査会

都市問題研究会

東京都民銀行営業開発部

運輸振興協会広報事業部

な

ながさき経済

名古屋商工会議所月報那古野

月

月

長崎経済研究所

名古屋商工会議所

に

日外協マ ンス リー

にちぎんQuartery

日経広告手帖

月

季

月

64

日本在外企業協会

日本銀行情報サービス局

日本経済新聞社広告局



日経情報 ス トラテ ジー

日経地域情報

日経 ビジネス

日経ベ ンチ ャー

日経 メカニカル

日経連調査 月報

荷主 と輸送

日本 ガス協会誌

日本銀行月報

日本経済研究セ ンター会 報

日本 コー クス協会誌

日本 データ通信

日本労働研 究雑誌

ニ ュー茨城

ニ ュー人事 システム

ニ ューズ ウイー ク日本版

農業と経済

農林金融

ハ ー トの経 済 情 報

バ リュー ・エ ン ジニ ア リ ン グ

バ ンガー ド

バ ン ク ビジ ネ ス

2

週

2

月

月

月

週

月

隔

月

月

月

月

月

隔

季

月

月

月

週

の

月

月

ま`

月

月

隔

月

月

ひ
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日経 ピー ピー社

日経産業消費研究所地域経 済研究部

日経 ピー ピー社

日経 ピー ピー社

日経 ピー ピー社

日本経営者団体連盟 政策調査局

日本荷主協会

日本 ガス協会

日本銀行情報サー ビス局

日本経 済研究セ ンター

日本 コー クス協会

日本デー タ通信協会

日本労働研究機構

常陽産業開発セ ンター

アーバ ンプロデ ュース

ティ ビーエス ・ブ リタニカ

富民協会
　

農林中央金庫

第一勧業銀行法人企画部

日本バリゴ ・エンジニアリング協会

TKC全 国会

近代セールス社



ビジネス情報センサー

ビジネスレビュー

人と国土

季刊兵庫経済

標準化と品質管理

びわこ経済月報

品質管理

月

月

隔

季

隔

季

月

月

月

日本能率協会総合研究所

千倉書房

国土計画協会

兵庫経済研究所

日本規格協会

びわこ銀行調査課

目科技連出版社

ふ

フ ァイナ ンス

ファイ ナ ンス研究

フィナ ンシャル ・レビュー

ぷ ぎん レポー ト

福島の進路

旬刊福利厚生

富士総研論集

富士 タイムズ

不動産研究

ブ レー ン

プ レジデ ン ト

文芸春秋

月

月

不

季

隔

月

旬

季

月

季

月

月

月

大蔵財務協会

日本証券経済研究所

大蔵省印刷局

ぷぎん地域経済研究所

福島経済研究所

労務研究所

富士総合研究所

富士銀行

日本不動産研究所

誠文堂新光社

プレジデント社

文芸春秋

へ

ベ ス トパ ー トナ ー

ベ ス トマ ネ ジ メ ン ト

ペ トロ テ ッ ク

月

月

月

浜銀総合研究所

近代セールス社

石油学会

一66一



ほ

貿易と関税

法学協会雑誌

法律時報

北銀コータリー

ほくとう

北陸経済研究

月

月

月

季

季

月

日本関税協会

法学協会事務所

日本評論社

北越銀行企画部

北海道東北開発公庫

北陸経済研究所

ま

マ ー ケ テ ィ ン グ シ ェア ・マ ンス リー

季 刊 マ ーケ テ ィ ング ・ジ ャー ナ ル

マ ネ ジ メ ン ト21

月

季

月

矢野経済研究所

日本マーケテ ィング協会

日本能率協会マ ネ ジメン トセ ンター

み

三菱総合研究所所報

民事月報

民商法雑誌

2年

月

月

三菱総合研究所

法曹会

有斐閣

や

ヤノニ ュー ス

ヤ ノ ・レポー ト

や ま ぐち経済 月報

2

旬

月

月

矢野経済研究所

矢野経済研究所

山口経済研究所

ゆ

郵政研究所月報 月

一67一

郵政研究所



季刊輸送展望

月刊 ヨーロ ッパ

四経連会報

ラテ ン ・ア メ リカ時報

リー ジ ョナルバ ンキ ング

リクルー ト調査月報

立法 と調査

りゅうぎん経済 レポー ト

りゅうぎん調査

流通設計

レジャー産業資料

れ ぢおん青森

レファレンス

月刊 ろうきん

ろうさい

季

よ

月

月

ら

月

り

月

月

不

不

月

月

れ

月

月

月

ろ

　

月

月
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日通総合研究所

駐日EC委 員会代表部広報部

四国経済連合会

ラテン・アメリカ協会

第二地方銀行協会

リクルー トリサーチ調査一部

参議院企画調整室

琉球銀行調査部

琉球銀行調査部

輸送経済新聞社

総合ユニコム

青森地域社会研究所

国立国会図書館調査立法考査局

全国労働金庫協会

労働福祉共済会



労使 の焦点

労政 時報

労働科学

労働経 済判例速報

労働研究

労働実務

労働時報

労働統計調査月報

季刊労働法

労働法学研究会報

労働法律旬報

労務 管理通信

労務 研究

労務事情

AERA

aff(農 林 水産省広報)

BusinessData

BusinessResearch

CARGRAPHIC

CARGO

ComputerReport

CONTAINERAGE

DIAMONDハ ーバード・ビジネス

DIO

ENGINEERS

ESP

Foresight

月

2

2

2

隔

週

月

旬

年

旬

月

月

季

週

月

旬

月

月

CBA

月

一

週

月

月

月

月

月

月

月

隔

月

月

月

月

69

日本生産性本部生産性労働情報センター

労働行政研究所

労働科学研究所

日本経営者団体連盟

兵庫県立労働経済研究所

政経研究所

第一法規出版

労務行政研究所

労働経済研究所

総合労働研究所

労働旬報社

労働法令協会

日本労務研究会

産業労働調査所

朝日新聞社

農林統計協会

日本実業出版

企業研究会

二玄社

海事プレス社

日本経営科学研究所

コンテナエージ社

ダイヤモンド社

連合総合生活開発研究所

日本科学技術連盟

経済企画協会

新潮社



HOKUTO経 済 調 査 レポ ー ト

HRIレ ポ ー ト

HRIレ ポ ー ト別 冊

IATSSreview

IEレ ビ ュニ

IMFJC

月刊JA

JAPANRESEARCHREVIEW

JETI

JETRO技 術情 報

JICPAジ ャ ーナ ル

JILリ サ ーチ

JRガ ゼ ッ ト

月刊keidanren

MOBILITY

MRマーケティング・レボートー一医 薬 品 シリーズ

MRマーケティング・レボートー 食 品 シリーズ

MRマーケティング◆レボートーH・B・Aシ リーズ

NAVI"

NBL

NEDONEWS

NewEnergy

NIRA政 策 研 究

NISSANINFORMATION

NOMURASEARCH

THEOECDOBSERVER

OilWorld

R&1(親 和 銀 行)

SERIト ッ ピ クス

SERIま ん す り一

2

5

2

2

月

月

月

2

一

月

季

年

季

年

月

月

月

月

月

月

季

月

月

季

月

月

月

月

月

隔

隔

月

不

月

隔

不

月

月

月

70

北都銀行くらしと経営の相談所

百五経済研究所

百五経済研究所

国際交通安全学会

日本インダストリアル・エンジニアリング協会

IMF-JC金 属労協

全国農業協同組合中央会

日本総合研究所

幸書房

日本貿易振興会機械技術部.

第一法規出版

日本労働研究機構

交通新聞社

経済団体連合会

運輸経済研究センター

富士経済

富士経済

富士経済

二玄社

商事法務研究会

新エネルギー ・産業技術総合開発機構

都市エネルギー協会

総合研究開発機構

日産自動車広報部

野村総合研究所情報 リソース部

日本経済調査協議会

エッソ石油広報部

親和銀行情報調査部

静岡経済研究所

静岡経済研究所



SPACE

THISIS読 売

TRENDS

TRIア ングル

Voice

月

月

月

月

月

ジャパ ンプ レス社

読売新聞社

駐 日アメリカ大使館広報 ・文化交流局

東銀 リサーチイ ンターナ ショナル

PHP研 究所

以上493誌

(1994年1月 現在)
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JOINT採 録 雑誌 重複調 査 結 果

(英 字略 号:雑 誌 記事 索 引 人 文 ・社会 編VOL.45,NO.2

雑誌 記事 索 引 科 学 技 術編VOL.44,NO.2

経済 学文 献 季 報NO.146/147

アジア交流

季刊アスティオン

インベス トメント

潮

運輸 と経済

エコノ ミス ト

エネルギー経済

大原社会問題研究所雑誌

海運

海外投資研究所報(輸 銀)

海外労働情勢月報

外国の立法

海事産業研究所報

外務省調査月報

季刊家計経済研究

環境と公害

化繊月報

企業会計

基金調査季報

行政管理研究

金融

金融研究

J

J

J

J

Z

Z

Z

Z

J

J

Z

Z

ZJ

ZJ

ZJ

ZJ

ZJ
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月刊金融ジャーナル

経営行動

経営史学

慶朦経営論集

経済経営研究(開 銀)

経済月報(経 済企画庁)

経済 ・産業の動 き

経済情報(さ くら総合研究所)

経済人(関 西経済連合会)

経済調査(大 和銀行)

経済評論

経済分析

原子力工業

原子力資料

工業技術

興銀調査

公庫月報(農 林漁業金融公庫)

公正取引

高速道路 と自動車

国際金融

国際商事法務

国際問題

国民経済

国民経済計算

国民生活研究

財界観測

週刊財経詳報

J

J

Z

Z

ZJ

J

J

J

J

J

J

J

Z

Z

Z

Z

Z

Z

Z

J

J

J

J

J

J

Z

Z

Z

Z

Z

Z

J

J

J

Z

Z

Z

産開研論集(大 阪府立産業開発研究所)
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産業能率

産業立地

月刊 自治研

自治研究

自動車技術

ジュリス ト

別冊ジュリス ト

省エネルギー

証券

証券経済

証券研究

商工金融

旬刊商事法務

別冊商事法務

情報管理

橋報の科学と技術

諸君!

人事院月報

信託

税経通信

生命保険協会会報

世界

世界経済評論

世界の労働

石油の開発 と備蓄

専門図書館

組織研究

租税研究

J

J

J

K

J

J

Z

Z

Z

Z

Z

Z

J

J

J

J

J

J

J

J

J

J

J
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Z

Z

Z

Z

Z

Z

Z

Z

Z

Z

J

J

J

J

Z

Z

Z

Z

J

J

J

Z

Z

Z
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損害保険研究

第一勧銀総研研究報告

た くぎん調査

地域開発

地銀協月報

地方金融史研究

地方財政

中央公論

月刊中小企業

長期金融

調査(日 本開発銀行)

調査(三 菱銀行)

調査季報(国 民金融公庫)

調査月報(あ さひ銀行)

調査月報(大 蔵省)

調査月報(国 民金融公庫)

調査月報(東 海銀行)

賃金と社会保障

通産ジャーナル

鉄鋼界

電力経済研究

東京銀行月報

東北開発研究

週刊東洋経済

東洋経済統計月報

動力(日 本動力協会)

都市計画

都市問題

J

J

J

J

Z

Z

Z

Z

J

J

Z

Z

ZJ
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都市問題研究

トランスポー ト

日本銀行月報

日本経済研究センター会報

日本労働研究雑誌

農業 と経済

農林金融

ビジネスレビュー(一 橋大学)

品質管理

ファイナンス

ファイナンス研究

ファイナソシャル ・レビュー

不動産研究

文藝春秋

貿易と関税

法学協会雑誌

法律時報

三菱総合研究所所報

民商法雑誌

季刊輸送展望

立法 と調査

レファレンス

労政時報

労働科学

労働研究(兵 庫県立労働経済研究所)

労働時報

労働統計調査月報(労 働省)

季刊労働法

J
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J

J

J

J

J

J
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Z

Z

Z

Z
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労働法学研究会報ZJ

労 働法 律 旬 報ZJ

労務 研 究(日 本労 務研 究会)ZJ

affZJZK

ESP

IATSSreview(国 際交 通 安 全学 会誌)

月刊JAZJ

JICPAジ ャー ナル

月刊KeidanrenZJ

NIRA政 策 研究

K

K

K

K

K

K

K

K

K

K
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〈JOINT共 同書 誌作成 作業 マニ ュアル ・3>

1979.3.20制 定

1982.11.12一 部 改 言」

1987.12.17一 部 改 言」

JOINT分 類 表

(分 類 コ ー ド)
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【0経 済 】

00経 済一般

01地 方経済事情(地 域区分)

〔02経 済政策 ・経済計画〕

020経 済政策 ・経済計画一般

021社 会資本

022国 土開発 ・地域開発 ・都市開発

(地域区分)

〔03国 民経済計算〕

030国 民経済計算一般

031国 富 ・国民貸借対照表

032国 民所得 ・国民総生産

033産 業連関表

〔04経 済変動 ・経済動向 ・景気〕

040経 済変動 ・動向一般,

景気及び景気対策

041

042

043

044

046

048

経済 ・景気 の予測及 び見通 し

企業景況 ・業績 ・倒 産動向

生産 ・出荷 ・在庫

投資(設 備投資 ・建設 投資 ・

・在庫投資)

個人所得 ・消費 ・貯 蓄 ・家 計

物価 ・イ ンフ レー ション ・

デ フ レー ション

一81一

(05人 目 ・土地)

050人 目 ・土地一般

051人 口

052移 植民

055土 地 ・土地問題 ・土 地政策

057外 国 の人口 ・土地事情(地 域 区分)

〔06国 際経済〕

060国 際経済一般

061対 外経済関係 ・経済協力 ・経済摩擦

0612対 途上国経済協力 ・援助

062発 展途上国問題

063国 際経済会議 ・機関

064経 済統合 ・経済 ブ ロック ・地域協力

機構(地 域区分)

07外 国の経済事情(地 域区分)

08経 済学 ・理論

09そ の他



【1通 貨 ・金融 】

〔10通 貨 ・金融一般〕

100通 貨 ・金融事情一般

101通 貨(貨 幣)制 度 ・通貨問題 ・

各種貨幣

102金 融制 度 ・金融構造 ・金融 問題

109金 融関係犯罪 ・防犯

11地 方金融事情(地 域 区分)

12金 融政策 ・中央銀行(日 本銀行)

〔13金 融市場〕

130金 融市場 ・金融動向一般

131金 利

132通 貨 ・資金 ・金融資産 一般

133産 業 資金 ・産業金融 ・企業金融

134金 融先物市場

135貨 幣市場 ・短資市場

136資 本市場 ・証券市場一般

137証 券投資信託

138株 式 ・株式市場

〔139公 社債(短 期債 を含む)・ 公社 債市場⊃

1390公 社 債一般

1391公 共債

1395社 債(事 業債)

〔14金 融 機関経 営及び業務(保 険及 び証券

関係 を除 く)〕

141金 融機関関係法規及び行政

〔142金 融機関経営(銀 行経営)〕

1420'経 営一般

1425人 事 ・役職員

1426財 務 ・業績

1427設 立 ・合併 ・解散

1428店 舗

〔143金 融機関業務(銀 行業務)一 般〕

1430業 務一般

1431業 務機械化 ・業務提携

1432金 融法務 ・銀行取引法

1433諸 手数料

1434顧 客 管理 ・渉外 ・窓 口業務

〔144預 貯金 その他受信業務〕

1440受 信業務一般

1441預 貯金

1442金 融債

1449そ の他

〔145貸 出その他与信業務〕

1450与 信業務一般

1451貸 出

1452有 価証券投資

1453支 払承諾(債 務保証)

1457債 権管 理 ・担保

1458審 査 ・信用調査

1459そ の他
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〔146支 払決済制度 ・内国為替)

1460支 払決済 制度一一般

1461内 国為替 ・送金 ・振込

1462口 座振 替 ・自動振込

1465手 形 ・小 切手 ・手形交換

〔147信 託業務)

1470信 託業務 一般

1471金 銭の信 託

1472金 銭以外 の信託

1473公 益信託

1474証 券代行

148付 随業務 ・銀行 の証券 業務

149周 辺業務一般

〔15各 種金融及 び金融機関〕

150金 融機関一般

(151全 国銀行)

1510全 国銀行 一般

1511普 通銀行 一般

1512都 市銀 行

1513t他 方$艮?丁

1514旧 貯蓄銀行

1515信 託銀行

1516長 期信用銀行

1517旧 特別銀行

〔152政 策金融一般及び政府金融機関(別 掲

を除 く)〕

1520政 策金融 ・政府金融機関 一般

1521郵 便貯金及 び郵便為替 ・貯金取扱機関

一83一
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資金運用部その他融資特別会計

海外投融資機関

開発金融機関

公営企業金融機関

融資事業団等

農林水産金融及び金融機関(政 府系を

含む)〕

農林水産金融及び金融機関一般

農林水産系統金融機関

農林水産関係政府金融機関及び信用

補完制度

中小企業金融及び金融機関(政 府系を

含む)〕

中小企業金融及び金融機関一般

相互銀行

信用金庫

信用組合

政府系中小企業金融機関

中小企業関係信用補完制度

中小企業投資育成会社 ・

ベンチャーキャピタル

その他

庶民金融(消 費者金融)及 び金融機関

(政府 系を含む))

庶民金融及び金融機関一般

労働金庫

住 宅金融及び金融機関

質 屋 ・貸金業

販売信用 ・信販 ・ク レジッ トカー ド会社



1559そ の他

156そ の他金融

〔157保 険及び保険会社〕

1570保 険及び保険会社一般

1571生 命保険

1572損 害保険

(158証 券会社 ・商品取 引会社〕

1581証 券会社 ・証券金融会社

1582証 券投資顧問会社

1585そ の他証券類似会社

1589商 品取引会社 ・商品取 引所

159在 日外国金融機関
、

〔16国 際金融〕

160国 際金融一般

162国 際通貨体制 ・通貨問題

163国 際金融機 関

〔164国 際金融市場 ・資本市場〕

1640国 際金融市場 ・資本市場 ・資本移動

一般

1642対 内対外 直接投資

165外 国為替 ・貿易金融 ・国際金融業務

166累 積債務問題

167国 際収支 ・国際貸借 ・外貨準備

17外 国の金融事情(地 域 区分)

18金 融理論

19そ の他
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3

3
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2

2

2

2

2

2

2

2
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r
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【2財 政 】

20財 政一般

21地 方財政事情(地 域区分)

〔22財 政政策〕

220財 政政策 一口一般

221予 算 ・決算

222公 共投 資 ・財政投融資

228会 計制度 ・会計検査

租 税、

租税一般

租税制度 ・租税政策

所得税

法人税

財産税 ・贈与税 ・相続税

流通税 ・消費税

付帯税

地方税

24国 債 ・地方債(制 度 ・政 策)

25専 売 ・国営 企業 ・公営 企業一般

27外 国財政事情(地 域区分)

28財 政学 ・理論

29そ の他
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〔

〔33

330

331

332

333

334

335

337

【3社 会 ・法律 ・政治】

社会 情勢〕

社 会情勢一般

社会意識 ・世論調査

文化 ・芸術

マ ス コ 、

外国の社会情勢(地 域区分)

法 律〕

法律一般

憲法 ・公法一般

民法 ・商法

民事訴訟法

経済法一般

刑法 ・刑事訴訟法

国際法 ・国際私法

外国の法律(地 域区分)

法 学

その他

政 治 ・行政〕

政治一般

政党 ・政治家

国 会

国家行政一般 ・行政組織 ・国家公務員

行政改革

地方自治一般 ・地方公務員(地 域区分)

外国の政治事情(地 域区分)



338政 治理論

339そ の他

〔34国 民生活〕

340国 民生活事情一般

341居 住環境 ・住宅問題

342消 費者保護 ・消費者行政 ・消費者運動

343消 費者行動

344疾 病 ・健康問題

345社 会保障 ・社会福祉

346国 際比較(国 民生活)

347外 国の国民生活(地 域区分)

349そ の他

〔35公 害 ・災害〕

350公 害 ・環境問題一般

351災 害 ・防災

352公 害対策 ・環境政策

353大 気汚染 ・騒音 ・振動

354水 質汚濁

355そ の他の公害

356国 際関係(公 害)

357外 国の公害事情(地 域区分)

358環 境理論

359そ の他

一86一

〔36教 育〕

360教 育事情一般

361産 業教育

362教 育制度

367外 国の教育事情(地 域区分)

〔37国 際関係 ・外交 ・安全保障〕

370国 際関係一般

371外 交

372防 衛

373経 済安全保障

377外 国の外交 ・安全保障(地 域区分)



【4労 働】

〔40労 働事情 ・労働経済〕

400労 働問題 一般

401労 働情 勢

402労 働者 の生 活事情

403労 働経 済 ・労働統計 一般

404婦 人労働 問題

41地 方労働 事情(地 域 区分)

〔42雇 用〕

420雇 用問題一般

421雇 用事情

422雇 用政策

423労 働力 ・就業状態

425失 業 ・失業対策

426労 働市場

428職 業 ・職業訓練

429定 年 ・定年制

(43賃 金〕

430賃 金問題一般

431賃 金事情

432賃 金政策

434賃 金構造

435賃 金制度 ・体系

436退 職金 ・企業年金

437賃 金交渉

一87一

〆44労 働 条件 ・労働環境〕

440労 働条件 …般

441労 働時間

442休 日 ・休暇

443労 働環境

444労 働災害 ・職業病

445労 働福祉

〔45労 使関係 ・労働法制〕

450労 使関係一般

451団 体交渉 ・労働協約

452労 使協力 ・経営参加

453労 働法一般

454労 働法規

455労 働行政

〔46労 働 運動 ・労働組合〕

460労 働運動・・一一般

461労 働運動 の状況

462労 働組合の運営 ・活動

465労 働争議

466労 働運動史 ・組合史

47外 国の労働事情(地 域区分)

48労 働理論

49そ の他



【5科 学 ・技術】

〔50科 学技術動向〕

501科 学技術 と社会

502科 学技術政策 ・制度

503技 術革新 ・技術開発 の動向

504研 究機関

505科 学者 ・技術者

506科 学技術に係 わる国際交流 ・国際 問題 ・

国際関係

507外 国の科学技術動向一般(地 域 区分)

〔51情 報〕

511情 報化社会 ・制度

512情 報機関 ・図書館

513情 報 システム ・情報技術

514情 報管理

〔55実 用化新技術 ・新製品〕

551新 技術 ・新技能

552新 製品 ・新商品

553ヒ ッ ト商品

一88一



【6産 業】

60産 業事情 一般

61地 方産業事情(地 域区分)

〔62

621

622

623

624

〔63

631

632

634

636

637

〔64

640

641

642

643

644

645

646

647

産業政策一般)

産業行政

産業組織 ・企業集中

独占禁止政策

産業立地政策

産業構造〕

産業構造 ・産業形態

産業構造政策

産業立地

国際比較(産 業構造)

外国の産業構造(地 域区分)

資源 ・エ ネル ギ ー〕

資源問題一般

新資源開発 ・新 エネルギー開発

エネルギ ー問題一般

エネル ギー政策

エネルギー産業

省 エネルギー

国際関係(資 源 ・エネルギ ー)

外国の資源 ・エネルギー事情

(地域区分)
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易

貿

貿

輸

輸

貿

貿

畑

賀

0

2

3

4

5

6

7

8

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

6

6

6

6

6

6

6

6

易事情一・酷

易政策 ・関税

出

入

易実務

易協定

外国の貿易事情(地 域区分)

貝易理論

へ
　

ノ通交
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1
1

C
U

ρ
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C
U

C
U

C
U

C
リ

/
(

662

663

664

665

666

667

668

交通一般

都市交通 ・地域交通 ・地域物流

(地域区分)

交通政策 ・交通行政

交通経営

交通事故 ・交通安全

旅客輸送一般

貨物輸送一般 ・物流

外国の交通事情一般(地 域区分)

交通関連施設一般

67外 国 の産業事情一般(地 域 区分)

68産 業理論

69そ の他



【7個 別産業】

〔70シ ステム産業 ・複合産業〕

700シ ステム産業 一般

701エ ンジニア リング産 業

702住 宅産業 ・都市開発産業

703バ イオイ ンダス トリー

704海 洋産業

705宇 宙開発産業

706新 素材産業

708防 衛産業

709そ の他ニ ュービジネス

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

1

1

1

1

1

1

1

1
⊥

ー

ユ7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

7

〔 第一次産業〕

第一次産業一般

農業(農 業的サービス業を除 く)

農業的サービス業

林業 ・狩猟業

漁業

水産養殖業

金属鉱業

石炭 ・亜炭鉱業

原油 ・天然ガス鉱業

非金属鉱業

〔72建 設業 ・不動産業〕

720建 設業一般

721総 合工事業

722職 別工事業(設 備 工事を除 く)

一90一

725設 備工事業

729不 動産業

730商 工業一般 ・工業(製 造業)一 般

7309下 記分類 に含まれない商工業

(但 し重化学 工業 を除 く)

〔731

7310

7311

7312

7313

7314

7315

7316

7317

7318

7319

〔732

7320

7321

7322

7323

7324

7325

7326

7327

7328

食品〕

食品一般

米 ・麦 ・製粉 ・同加工食品 ・製糖

野菜 ・果実,同 加工食品

水産食 品

食肉 ・肉製品,牛 乳 ・乳製品

動植物油脂

酒 ・飲料

調味料

パ ン ・菓子

その他の食品 ・飼料 ・たば こ

繊維 ・衣料〕

繊維 ・衣料一般

化学繊維

製糸 ・紡織 ・染色

その他の繊維品

衣服

くつ した ・足袋 ・手袋 ・帽子

ネクタイ ・その他衣料雑貨

ボタ ン ・ホ ック ・その他衣料関連品

はき もの,か ばん ・袋物



7329寝 具

〔733家 具 ・じゅう器 ・日用 品(電 気製品を

除 く)〕

7330家 具 ・じゅう器 ・日用 品一般

7331家 具

7332建 具

7333暖 ・冷房機器,調 理用 コ ンロ

7334金 属製調理 具 ・食器 ・手道具 ・その他

金物 ・プ ラスチ ック製 日用品

7335陶 磁器 ・ガ ラス器 ・漆器

7336そ の他 の 日用 品 ・荒物(別 掲を除 く)

7337余 暇生活用品 一般

7338楽 器 ・レコー ド

7339運 動用 具 ・がん具

〔734

7340

7341

7342

7349

〔735

7350

7351

7352

7353

文具 ・事務用品〕

文具 ・事務用品一般

筆記具

事務用紙 ・その他の用紙

その他の事務用品

出版 ・印刷)

出版 ・印刷 一般

新聞

出版

印刷

一91一

〔736

7360

7361

7362

7363

7369

〔737

7370

7371

7372

7373

7379

〔738

7380

7381

7382

7383

7388

〔739

7390

7391

7392

7393

7395

7397

紙 ・パ ルプ;

紙 ・パルプ一般

パルプ

紙

紙製容器

その他 の紙 ・パ ルプ加工品

木材 ・木製品〕

木材 ・木製品一般

木材

造作材 ・合板

木製容器

その他の木製品

石油 ・石炭 ・燃料〕

燃料一般

石油

石炭 ・コーク ス

その他の各種燃料(都 市 ガ スを除 く)

石油 ・石炭副産物

ガ ラス ・セメ ン ト・ゴム〕

窯業製品 ・土石製品一般

ガ ラス

セメ ン ト

れ んが ・陶磁 器 ・その他 の産業用窯業

製品

産業土石製品

ゴム一般



7398タ イヤ ・チ ュ ーフ

7399そ の他 の ゴム 製品

740重 化学工業一般

〔741鉄 鋼〕

7410鉄 鋼一般

7411製 鉄

7412製 鋼 ・鋼材

7413鋳 鍛工品

7419そ の他 の鉄鋼製品

〔742

7420

7421

7422

7423

7429

非鉄 金属〕

非鉄金属一般 ・軽金属一般

アル ミ

銅

電線 ・ケーブル

その他 の非鉄金属 ・同製品

〔743産 業用金属製品〕

7430金 属製品一般

7432各 種産業用金属製品

744機 械工業一般

〔745一 般機械〕

7450一 般機械一般

7451工 作機械 ・工 具

7452特 殊産業機械

一92一

7453

7454

7459

〔746

7460

7461

7462

7463

7464

7465

7466

7469

〔747

7470

7471

7472

7473

7474

7475

7479

〔748

7480

7481

7482

一般産業機械

事務機械 ・民生用機械,同 器具

その他の一般機械 ・機械部品

電気機械〕

電気機械一般 ・エレクトロニクス産業

一般

発送電用機械 ・電動機

通信機

コンピュータ,同 付属装置

その他電子応用装置

電子部品

民生用電気機械 ・家庭用電気機械

その他の電気 ・電子機械

輸送用機械〕

輸送用機械一般

自動車

鉄道車両

自転車

船舶

航空機

その他の輸送用機械

精密機械〕

精密機械一般

計量器 ・測定器 ・分析器

医療機器 ・理化学機器



7483カ メ ラ ・その他の光学機 器

7484時 計

〔749

7490

7491

7492

7493

7494

7495

7496

7497

7499

750

751

752

753

754

755

757

〔76

(760

761

762

763

764

化学工業製品〕

化学工業一般

化学肥料

無機化学工業製品

石油化学 ・プラスチック

その他の有機化学工業製品

石けん ・洗剤 ・界面活性剤

塗料 ・染料 ・印刷インキ

医薬品 ・化粧品

その他の化学工業製品

第三次産業一般

商業 ・流通産業一般

卸売業一般

総合商社

小売業一般

百貨店 ・スーパー

飲食店

運輸 ・通信業〕

運輸業一般)

→660交 通一般

鉄道業

道路旅客運送業

道路貨物運送業

水運業

一93一

1t}・5

766

767

768

〔769

7690

7691

7692

7693

7694

7695

7696

7697

7698

〔77

770

771

772

773

774

〔78

780

781

782

783

航 空運輸 業

倉庫業

運輸 に付帯 す るサ ービス業(港 湾運送

業,こ ん包葉など)

観 光産業一般 ・旅行業

通信業〕

通信一般

音声通信

データ通信

文字 ・画像通信

移動通信

国際通信

衛星通信

専用回線サービス

回線再販 ・VAN

電 気 ・ガ ス ・水道 ・熱供給事業〕

電気 ・ガ ス ・水道 ・熱供給事業…般

電気事業

ガ ス事業

水道事業

熱供給事業

サ ービス業〕

サー ビス業一般

家 事 ・個人 サービス業

旅館業

放送 業



784

785

786

(787

7870

7871

7872

7873

7874

7875

医療 ・保健 ・福祉業

物品賃貸業 ・修理業

レジャー産業

文化 ・教育 ・スポー ツ産業〕

文化 ・教育 ・スポーツ産業一般

芸術 ・芸能 ・作家

映画 ・映像

教育 ・教養産業

スポーツ産業

宗 教

〔788情 報 サービス ・専門サ ービス ・広告業〕

7880情 報 サービス ・専門サ ービス ・広告業

一般

7881ソ フ トウェア ・情報処理 サー ビス業 ・

システムイ ンテグ レーター

7882デ ータベース ・サー ビス業

7883研 究 調査業

7884広 告業

7885専 門サ ービス業

7889そ の他 の情報 サービス ・専門サ ー ビス

・広告業

789経 済団体 ・各種団体

〔79

(791

(792

(793

公務〕→33政 治 ・行政

国家公務)

地方公務)

外国公務)

一94一

799分 類不能の産業

〔80

800

801

802

803

804

805

〔81

810

811

812

813

814

818

〔82

820

821

822

823

824

825

826

827

829

企業動向 ・経営動向〕

企業動向 ・経営動向一般

企業業績

企業と政府

企業と社会

企業の人

企業と株主

中小企業〕

中小企業動向一般

中小企業業績 ・経営診断

中小企業政策

事業転換

共同化 ・協業化

中小企業論

経営管理〕

経営管理一 般

経営理念 ・経営計画

経営組織

トップマネ ジメ ン ト

管理者 ・監督者

意思決定

事務管理

オ フ ィスマネ ジメ ン ト・

オ フ ィスオー トメー ション

その他
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〔

人事管理〕

人事管理一般

人事計画 ・人事管理組織 ・職務制度

雇用管理

賃金管理

労働時間

教育研修

モチベー シ ョン ・人間関係

福利厚生

労使関係

その他

マーケテ ィング〕

マーケテ ィング一般

マーケテ ィング計画

マーケテ ィング ・チ ャネル

物流管理

マーチ ャンダイジ ング

販売管 理

セール スマ ン管理

販売促進

広告管理

その他

財務管理 ・会計〕

財務管理 ・会計一般

財務管理

会計

財務会計

一95一

λ
4

⊂
d

ρ
0

7
1

0
0

0
0

一〇

5

ピ
」

【
」

に
0

【
J

Q
U

O
O

8

8

0
0

8

0

1

2

3

4

5

6

9

6

6

6

6

6

6

6

6

6

8

8

8

8

.8

8

8

8

8

〔

0

1

2

4

5

6

9

留

留

留

留

留
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留

田

〔

管理会計

利益管理 ・予算管理

税務会計

監査

簿記

その他

生産管理)

生産管理一般

生産計画 ・生産管理組織

工場管理

調達管理

品質管理

技術管理 ・研究開発管理

ファクトリ・一・オー トメーション

その他

国際企業 ・国際経営〕

国際企業 ・国際経営一般

中小企業の国際経営

国際経営組織 ・人事

国際マーケティング

国際財務管理 ・国際会計

国際生産管理

その他

外国企業 ・外国経営事情一般(地 域区分)



〔89

890

891

893

894

895

企業理論 ・経営理論〕

企業理論 ・経営理論一般

企業論

経営理論

経営史 ・経営史学

経営工学 ・経営科学

一96一



(}也 域 コ ー ト)

【地域区分】

〔0世界〕

01先 進工業諸国

02中 進国

03開 発途上国

040PEC諸 国

05無 資源開発途上国(第 三世界)

06社 会主義諸国

135千 葉県

136東 京都

137神 奈川県

14北 陸

141新 潟 県

142富 山県

143石 川県

144福 井県

〔1日 本〕

11北 海道

12東 北

121青 森県

122岩 手県

123宮 城県

124秋 田県

125山 形県

126福 島県

13関 東

131茨 城県

132栃 木県

133群 馬県

134埼 玉県

15中 部

151山 梨県

152長 野県

153岐 阜県

154静 岡県

155愛 知県

156三 重県

16近 畿

161滋 賀県

162京 都府

163大 阪府

164兵 庫県

165奈 良県

166和 歌 山県
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17中 国

171山 陰地方

172鳥 取県

173島 根県

174山 陽地方

175岡 山県

176広 島県

177山 口県

18四 国

181徳 島県

182香 川県

183愛 媛県

184高 知県

9

91

92

93

94

肥

96

卯

99

1

1

1

1

1
▲

1

1

1

1

九州 ・沖縄

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県
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2ア ジア ・オ セ ア ニ ア

201ESCAP

209太 平 洋 経 済 圏

21東 ア ジ ア

22韓 国,朝 鮮

23中 国,モ ンゴル,台 湾,香 港,マ カ オ

24東 南 ア ジ ア

(フ ィ リ ピ ン,イ ン ドネ シア,ヴ ェ ト

ナ ム,ラ オ ス,カ ンボ ジア,タ イ,

マ レー シア,シ ンガ ポ ー ル,ビ ル マ,

ブル ネ イ,ASEAN)

.26イ ン ド亜 大 陸

(イ ン ド,パ キ スタ ン,バ ング ラデ ィ

シ の

シ ュ,ス リ ラ ン カ,ネ パ ー ル,フ ー

タ ン,モ ル ジ ブ)

29

西 ア ジア(ア フガ ニ ス タ ン)

オ セ ア ニ ア

(オ ー ス トラ リア,ニ ュ ー ジー ラ ン ド,

パ プ ア ニ ュー ギ ニ ア,キ リバ ス,ソ

ロモ ン諸 島,ツ バ ル,ト ンガ,ナ ウ

ル,西 サ モ ア,フ ィジー,バ ヌア ツ)

3中 東

3040APEC

31イ ラ ン

32サ ウ ジ ア ラビア

33ク ウェ ー ト,UAE

34ト ル コ

35イ ラ ク,シ リア,ヨ ル ダ ン,レ バ ノ ン



企
O

ワ
`

8

今
O

り
O

り
0

39

4

43

45

47

イス ラエル

エ ジプ ト

その他

(北 イエ メ ン,南 イエ メ ン,オ マ ー ン,

カ タ ール,パ ー レ ン,キ プ ロス)

北 ア フ リカ

(モ ロ ッコ,ア ル ジ ェ リア,リ ビア,

チ ュ ニ ジア,ス ー ダ ン)

ア フ リカ

東 ア フ リカ

(ケ ニ ア,ウ ガ ンダ,タ ンザ ニ ア,ソ

マ リア,ル ワ ンダ,ブ ル ンジ,モ ザ

ンビー ク,マ ダ ガ ス カル,コ モ ロ,

セ イ シ ェル,モ ー リ シャ ス,レ ユ ニ

オ ン,ザ ンビア,ジ ンバ 〆エ,エ チ

オ ピア)

中部 ア フ リカ

(コ ンゴ,ザ イ ール,中 央 ア フ リカ,

ア ンゴ ラ,マ ラ ウ イ,ガ ボ ン,チ ャ

ド,カ メル ー ン,赤 道 ギ ニア)

西 ア フ リカ

(ナ イ ジ ェ リア,ガ ー ナ,コ ー トジボ

ア ール,モ ー リタ ニ ア,マ リ,セ ネ

ガル,ギ ニア,オ ー トボ ル タ,ニ ジ

ェー ル,カ ー ボ ベ ル デ,ガ ンビア,

ギ ニ ア ビサ ウ,サ ン トメプ リ ンシペ,

シエ ラ レオ ネ,ト ー ゴ,ベ ニ ン,リ

ベ リア)
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49南 部 ア フ リカ

(南 ア フ リカ共 和 国,ナ ミビア,ボ ツ

ワ ナ,ス ワ ジ ラ ン ド,レ ソ ト)

5西 欧

501EC

502EFTA

51イ ギ リス

52西 ドイ ツ

53フ ラ ンス

54イ タ リア

55ベ ネ ル ッ クス

(オ ラ ンダ,ベ ル ギ ー ル クセ ンブル グ)

56ス イ ス,オ ー ス トリア

57北 欧 諸 国

(ス ウ ェー デ ン,ノ ル ウ ェ「 デ ンマー

ク,フ ィ ンラ ン ド,ア イス ラ ン ド)

58ス ペ イ ン,ポ ル トガ ル

59そ の 他

(ギ リ シ ャ,ア イル ラ ン ド,マ ル タ,

サ ンマ リノ,バ チ カ ン,モ ナ コ,

リ ヒテ ンシュ タ イ ン)

6東 欧

601COMECON

61ソ ビ エ ト連 邦

62東 ドイ ツ

63チ ェ コ ス ロバ キ ア

64ポ ー ラ ン ド
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6

C)

CU

ハ ンガ リー

ル ーマ ニ ア

そ の他

(ア ル バ ニ ア,

ラ ビア)

ブル ガ リア,ユ ー ゴ ス

ベ リー ズ,ガ イア ナ,ス リナ ム)

9両 極地方

91北 極

93南 極

7

71

79

北 米

アメリカ合衆国

カナダ

以 上

8中 南米

801LAFTA

81メ キ シコ

82パ ナ マ

83グ ァ テマ ラ,ホ ンジ ュ ラス,エ ル ・サ

ルバ ドル,ニ カ ラ グ ァ,コ ス タ リカ,

CACM

84キ ューバ,ハ イ チ,ド ミニ カ,プ エ ル

トリコ,ジ ャマ イカ

ア ル ゼ ンチ ン

ブ ラジル

チ リ

88ベ ネ ズ エ ラ

89そ の他

(コ ロ ンビア,エ クア ドル,ペ ル ー,

ボ リビア,パ ラ グ ァ イ,ウ ル グ ァイ,

グ レナ ダ, ,セ ン トビ ンセ ン ト,グ レ

ナデ ィー ン,セ ン トル シア,ト リニ

ダ ー ド トバ ゴ,バ ハ マ,バ ル バ ドス,
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